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暫定版

「民事執行法の改正に関する中間試案」に対して寄せられた意見の概要その２

○ 意見募集の結果，民事執行法の改正に関する中間試案（以下「試案」とい

う。）に対し，合計２００通（団体から３９通，個人から１６１通）の意見が

寄せられた。

  意見を提出した団体の名称と本資料中での略称は，別紙のとおりである。

  

○ この資料では，試案に掲げた個々の項目について寄せられた意見を【賛成】

【反対】などの項目に整理し，意見を寄せた団体等の名称を紹介するととも

に，理由等が付されているものについてはその関連部分の概要を紹介してい

る。また，その他の意見については【その他の意見】などとしてその概要を

紹介している。

  なお，寄せられた意見の中で，表現等が異なっても同趣旨の意見と判断さ

れるものについては，同一の意見としてとりまとめた。
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第１ 債務者財産の開示制度の実効性の向上

（総論的事項に関する意見の概要）

・ 我が国の司法制度では，自力救済が禁止されるとともに，権利主体の申立

てに基づいて国家機関が権利実現に向けた強制力を発動するものとされてい

る。しかし，民事執行制度の中核にある金銭執行の実効性が実質的に確保さ

れなければ，国民の民事裁判及び司法権に対する信頼が損なわれ，自力執行

が蔓延してしまうおそれがあるほか，裁判を受け得る権利が画餅に帰すこと

となる。そのため，債務者財産の開示制度の実効性を向上させることが求め

られている。（大阪弁）

・ 債務者財産に関する情報取得は，それにより債務者の財産を明確にし，強

制執行することで判決の実効性を高め，司法手続による社会の安定，経済の

発展を確保するという必要性が認められる。（沖縄弁）

・ 強制執行手続の実効性確保は，民事司法手続を通じた権利実現の実効性を

左右する重要な命題である。財産開示手続は，債務名義を有する債権者が，

強制執行手続を利用する前提として，対象となる債務者の財産を特定する手

段であり，強制執行手続の実行性確保のために重要な役割を担っているにも

かかわらず，現状では，これがあまり利用されておらず，本来果たすべき役

割を果たしているとはいい難い。そこで，財産開示手続をより利用しやすく，

効果的な手続へと改善することが必要である。（二弁）

・ 財産開示手続は，平成１５年の制度創設後の運用状況をみると，実効性が

必ずしも十分ではない等の指摘があり，利用件数もそれほど多いとはいえな

い実情にある。（東弁）

・ 財産開示手続において，開示義務者の不出頭や陳述拒絶等を原因とする不

開示事件の割合が増加していることに鑑みれば，債務者財産の開示制度の実

効性を向上させる必要があることは明らかである。もっとも，債務者財産に

関する情報には，債務者のプライバシーや営業秘密等が含まれているから，

個人情報保護の観点からの慎重さも必要である。（日司連）

・ 強制執行が功を奏さない事態を放置すれば，判決等の債務名義の実効性に

対する国民の信頼を損なわせ，ひいては，民事裁判等に対する国民の無関心

や，利用を差し控える機運を惹起し，裁判制度の権威及び意義を没却する事

態にもなりかねない。（個人）

・ 今回の改正については，養育費の不払問題への対策であるとの声も聴かれ

るが，その内容は，貸金業者らの取立強化が主眼であり，全体としてサラ金

や消費者金融業者の債権取立てを容易にする結果を生むものである。（いちょ

うの会，被連協）
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・ 貸与型奨学金は，もともと債務者が返済困難に陥る危険を制度に内包して

おり，現状では，不十分な救済制度や恣意的な運用によって，返済の意思が

あるにもかかわらず病気等によりその返済が困難でとなっている債務者を，

更に追い込んでいる状況にある。債務者財産の開示制度の実効性が向上され

ることとなれば，債務者の生活に欠くことのできない財産に対する強制執行

が容易となり，その被害がさらに深刻化することとなる。（奨学金会議）

・ 債務者財産の開示制度の実効性を向上させることについては，消費者の生

活と人権を守るという観点から，看過できない重大な問題がある。我が国に

おいて債務名義を取得する者の多くは，消費者金融業者やクレジット会社，

債権回収会社である。これらの業者が零細な債務者に対して債権の取立てを

する現状を考えても，なお金銭債権の履行確保策を図るかどうかについて，

議論する必要がある。また，債務の不履行が悪意や怠慢によるものではなく，

やむを得ない事由により債務の履行をし得ない状況に置かれている債務者も

多い。（ヤミ金対策会議）

・ 債務者財産の開示制度については，プライバシーや営業秘密等との関係で

の問題があること，生存権を脅かすような過酷執行のおそれ等を伴うこと，

債務名義の中には手続保障が必ずしも十分とはいえないことに鑑み，懸念さ

れるこれらの弊害と，実務に即した現実的な開示の必要性とのバランスに慎

重に配慮して，その制度設計がされるべきである。そのため，現行の財産開

示手続の見直しや，第三者からの情報取得制度の新設は，その実現が果たさ

れなければ社会正義に悖る結果となる蓋然性が高い類型の債権に限定して，

行うべきである。（関弁連）

・ 債務者財産の開示制度の実効性の向上は，犯罪による慰謝料などの一定の

範囲に限って，行うべきである。（個人）

・ 制度設計にあたっては，国家が債権回収に助力するのがふさわしい債権で

あるか否かという公益的観点から検討することが必要不可欠であり，不法行

為に基づく損害賠償請求権のような債権から検討を始めるべきである。（個

人）

・ 民事執行法には，養育費を含む扶養義務等に係る請求権について，期限到

来前の債権に基づく差押えの特例や，差押禁止債権の範囲の特例が認められ

ている。債務者財産の開示制度においても，扶養義務等に係る請求権につい

て一定の特例を設けるべきである。（個人）

・ 債務者が給与所得者である場合のみならず，自営業者である場合について

も，確実な債権回収をすることができるように検討を進めてほしい。（個人）

１ 現行の財産開示手続の見直し
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⑴ 財産開示手続の実施要件の見直し

財産開示手続の申立てに必要とされる債務名義の種類（民事執行法第

１９７条第１項柱書き）を拡大し，金銭債権についての強制執行の申立

てに必要とされる債務名義であれば，いずれの種類の債務名義について

も，財産開示手続の申立てをすることができるものとする。

  （注１） 本文とは別に，財産開示手続の実施要件のうち，先に実施した

強制執行の不奏功等の要件（民事執行法第１９７条第１項各号）を

廃止し，次のような規律を設けるものとする考え方がある。

     ア 強制執行を開始するための一般的な要件が備わっていれば，財

産開示手続を実施することができるものとする。

     イ 申立人に知れている財産に対する強制執行を実施すれば，請求

債権の完全な弁済に支障がないことが明らかであるときは，執行

裁判所は，債務者の申立てにより，財産開示手続の実施決定を取

り消さなければならないものとする。

     ウ 強制執行又は担保権の実行における配当等の手続（申立ての日

より６月以上前に終了したものを除く。）において，請求債権の

完全な弁済を得ることができなかったときは，イの取消決定をす

ることができないものとする。

  （注２） 本文とは別に，財産開示手続の実施要件のうち，財産開示手続

の再実施が制限される期間（民事執行法第１９７条第３項）を短縮

するものとする考え方がある。

（意見の概要）

１ 試案の本文（申立てに必要とされる債務名義の種類の拡大）に対する意見

【賛成】家庭問題情報センター，一弁，二弁，東弁，広島弁，早稲田大研究会，

個人

⑴ 債務名義の効力や特徴等に関する意見

・ 財産開示手続は強制執行の準備として行われるものであり，いずれの債

務名義についても，それにより行うことができる強制執行の内容に違いは

ないのであるから，強制執行と財産開示手続とでは，本来，その申立てに

必要とされる債務名義の種類に差を設けるべきでない。（一弁，東弁，個人）

・ 平成２７年度の地方裁判所における控訴審通常訴訟既済事件についての

統計をみると，金銭を目的とする事件のうち，控訴審において第一新判決

が取り消されたものは，約１６％にとどまる。仮執行宣言付き判決等が上

級審で覆される可能性が高いという評価は，必ずしも適当ではない。（一弁）

⑵ 開示による不利益の評価に関する意見
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・ 債務者財産の開示により債務者に回復困難な損害が生ずるということは，

具体的には想定しにくい。財産開示手続により債務者の受ける不利益は，

具体的には差押えの対象となり得る債務者財産に関する情報が債権者に伝

わってしまうというものであり，その財産を差し押さえられて換価された

場合と比べて，必ずしも重大とはいえない。財産開示手続の申立てに必要

な債務名義の範囲が限定されている現状は，均衡を失する。（一弁）

・ 債務者財産には流動性があることを考慮すれば，ある一時点における債

務者財産の開示による不利益は重大なものとは考え難い。（東弁）

⑶ 平成１５年当時からの事情の変更等に関する意見

・ 執行証書（民事執行法第２２条第５号）については，平成１５年改正の

際には，一部の悪質な貸金業者による濫用が懸念されていたが，その後，

平成１８年の貸金業法改正により，貸金業者が債務者等から執行証書の作

成に関する委任状を取得することを全面的に禁止するなどの措置が講じら

れているから，平成１５年当時とは異なり，貸金業者による制度の濫用の

おそれはなくなった。（東弁）

・ 昨今では，離婚した夫婦間の養育費の支払を確実にするために執行証書

の活用が推奨されている。（個人）

・ 昨今では，協議離婚の際に公正証書により養育費の取り決めをする当事

者が多い。（家庭問題情報センター）

⑷ 債務者の利益保護のための措置に関する意見

・ 債務名義の対象となった権利関係等に争いがあるのであれば，その事案

に応じて債務者が執行停止の裁判により財産開示手続が進行することを阻

止することができ，情報開示によって債務者が不利益を被ることを防ぐこ

とができる。（一弁，東弁）

・ 債務者財産に関する情報の開示後に権利の存在が否定されるに至った場

合の対処は，取得した情報の目的外利用の制限（民事執行法第２０２条，

第２０６条第２項）により，その情報の保護を図ることができるから，そ

の情報が事由に流通するわけではない。（一弁）

⑸ その他の観点に関する意見

・ 申立てに必要とされる債務名義の種類の拡大は，財産開示手続の利用範

囲を拡大することにつながり，強制執行手続の実効性確保に資するもので

ある。（二弁）

・ 扶養義務等に係る定期金債権に限って執行証書に基づく財産開示手続の

実施の申立てを認める特則を設けることには反対である。同債権に実体法

上の優先権が認められているわけではなく，かつ，同債権に限ってこのよ

うな特則を設けることに合理的な理由がない。（個人）
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・ 子どもの生活の安定のためには，婚姻費用又は養育費を確保するために

調停を起こした時点で自動的に財産開示がされる仕組みとされるべきであ

る。（個人）

【反対】いちょうの会，大阪弁，沖縄弁，京都司，クレちほ，札幌弁，奨学金

会議，被連協，全青司，ヤミ金対策会議，二弁（一部），日司連，日弁連，

福岡県弁，みやぎ青葉の会，４３条対策会議，個人

⑴ 債務名義の効力や特徴等に関する意見

・ 申立てに必要とされる債務名義の種類については，債務名義ごとの取得

手続過程の相違，悪用の実例と弊害の程度，執行力強化の要請の各観点か

らの考察が必要であり，訴訟手続を経て作成された確定判決と，執行証書

や支払督促との間においては，手続保障の面で大きな差がある。（福岡県弁）

・ 確定判決の場合には既判力により当事者間の権利義務関係が確定してい

るのに対し，仮執行宣言付き判決等，支払督促や執行証書では，債権の存

否が既判力をもって確定しているわけではない。（沖縄弁，京都司）

・ 支払督促や執行証書は，誤った執行がされても原状回復が容易であるこ

とを理由として金銭債権に限って債務名義性が認められるものである。（大

阪弁，札幌弁）

  ア 仮執行宣言付き判決等に関するもの

・ 仮執行宣言付き判決等は，その暫定的性質からして，他の債務名義と

異なり取り消される可能性がある。（大阪弁，京都司，ヤミ金対策会議，

日弁連，個人）

・ 仮執行宣言付き判決に限定した統計ではないが，高等裁判所の控訴審

通常事件において判決が言い渡された事件のうち，第一審判決を取り消

したものの割合は，２４．３％に上る。（日弁連）

・ 暫定的な判断に基づいて財産開示手続の申立てを認める実益は乏しい。

（札幌弁）

イ 執行証書に関するもの

・ 執行証書は，その成立過程や合意の存否，内容等をめぐる紛争が少な

くない。（札幌弁，ヤミ金対策会議，日弁連）

・ 執行証書は，公証人がその内容の当否や作成経緯を十分に審査するこ

となく，作成される。（大阪弁，日司連）

・ 執行証書は，作成時の当事者間の力関係に影響されて，作成されるこ

とがある。（札幌弁，日弁連）

・ 執行証書は，当事者が過度に早期に合意を成立させようとして，作成

されることがある。（札幌弁，日弁連）
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・ 執行証書は，法的知識がない債務者がその内容を十分に理解しない状

態で，作成されることがある。（大阪弁，京都司，日司連，みやぎ青葉の

会）

・ 執行証書は，白紙委任状を利用して作成されることがある。（いちょう

の会，クレちほ，奨学金会議，被連協，ヤミ金対策会議，４３条対策会

議，個人）

・ 執行証書は，無権代理人によって作成されることがある。（ヤミ金対策

会議，個人）

・ 執行証書は，利息制限法や出資法に違反する高利の貸付けに利用され

ることなどがある。（奨学金会議，ヤミ金対策会議，４３条対策会議，個

人）

・ 執行証書は，悪質な貸金業者等によって濫用されることがある。（いち

ょうの会，京都司，福岡県弁，みやぎ青葉の会，個人）

ウ 支払督促の問題点を指摘する意見

・ 支払督促の作成過程においては，債務者の手続保障が十分ではない。（い

ちょうの会，被連協，みやぎ青葉の会，個人）

・ 支払督促は，その内容の正当性を審査されることなく，作成される。（日

司連）

・ 債務者の中には，支払督促の債務名義性を実質的に理解していない者

が少なくない。（札幌弁）

・ 原野商法等に関連した支払督促の悪用事例が続いている。（日弁連）

・ 支払督促は，既に時効消滅した債権に基づいて作成されることがある。

（いちょうの会，京都司，クレちほ，奨学金会議，被連協，全青司，ヤ

ミ金対策会議，日司連，みやぎ青葉の会，４３条対策会議，個人）

⑵ 開示による不利益の評価に関する意見

・ 財産開示手続により債務者財産に関する情報がいったん開示されると，

後になって権利の存在が否定されるに至った場合であっても，当該情報が

開示されなかった状態に回復することができない。（京都司，ヤミ金対策会

議，日司連，福岡県弁，個人）

・ 執行証書や支払督促に基づく申立てを認めると，貸金業者等による制度

の濫用のおそれがある。（全青司）

⑶ 平成１５年当時からの事情の変更等に関する意見

・ 平成１５年改正後の運用状況においても，債権者の側から，仮執行宣言

付き判決等，執行証書及び支払督促に基づく財産開示手続の申立てを認め

る必要性が増えたとは言い難い。（日弁連，福岡県弁）

・ 仮執行宣言付き判決等，執行証書及び支払督促に基づく財産開示手続の
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申立てを認めることによる弊害は，平成１５年当時から，変化がない。（ヤ

ミ金対策会議，日弁連）

⑷ 債務者の利益保護のための措置に関する意見

・ 消費者である債務者が，実際に執行停止の裁判の申立てをすることは困

難である。（札幌弁，日司連）

・ 債務者財産に関する情報の開示後に，債務名義の対象となった権利が否

定されるに至った場合には，取得した情報の目的外利用の制限だけでは，

情報の保護として不十分である。（札幌弁）

⑸ その他の観点からの意見

・ 執行証書に基づく財産開示手続の申立てを認めるべきではないのは，扶

養義務等に係る定期金債権を目的とするものについても同様である。債務

者が早期に協議離婚を成立させようとして支払能力を超える金員の支払合

意をして，執行証書の作成を嘱託すること等がある。（大阪弁，日弁連）

・ 扶養義務等に係る定期金債権に実体法上の優先権が認められているわけ

ではないから，同債権に限って特例を設けることに合理的な理由はない。

（大阪弁）

・ 事業者である債権者に確定判決等の取得を目指させることを期待するこ

とは酷ではない。（札幌弁）

・ 悪質な債務者の逃げ得を許さないという観点からは，判決に限って財産

開示手続の申立てを認めれば十分である。（福岡県弁）

【その他の意見】

・ 財産開示手続の申立てに必要とされる債務名義の種類を拡大することにつ

いては，養育費請求権・婚姻費用請求権や，不法行為に基づく損害賠償請求

権のように，債権者の要保護性が特に強く，速やかにその債権が実現されな

ければ社会正義に悖る類型の債権に限定して，賛成する。債務名義の中には，

必ずしも手続保障が十分でなく，内容の適正性が担保されているとはいえな

いものがある一方で，上記のような債権については，その債権の実現が果た

されなければ，社会正義に悖る結果となる蓋然性の高い類型であるから，財

産調査についての国家による助力の要請が優先する。（関弁連）

・ 養育費等の扶養義務に係る定期金債権を請求債権とする場合に限って，執

行証書による財産開示手続の申立てを認めるべきである。養育費の合意のた

めに公正証書を利用する例は増加傾向にあるが，その債権者の多くは，法的

手続をするための自由な時間が少ないため，改めて裁判をして確定判決等の

債務名義を取得する時間的な余裕がない。（全青司）

・ 扶養義務等に係る定期金債権を請求債権に限って，執行証書による財産開
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示手続の申立てを認めるべきとする見解もあるが，同債権に実体法上の優先

権が認められているわけではないから，反対である。（個人）

・ 財産開示手続の申立てに必要とされる債務名義の種類を拡大することにつ

いては，賛成であるが，貸金業者による制度の濫用をけん制するため，貸金

業者等が１年間に申し立てることができる件数に上限を設けるべきである。

（個人）

２ 試案の注１（先に実施した強制執行の不奏功等の要件の見直し）に対する

意見

【賛成】大阪弁，一弁，二弁，東弁，日弁連，広島弁，福岡県弁，個人

⑴ 見直しの必要性に関する意見

・ 財産開示手続の申立てに先立って債権者に一度強制執行を行わせること

を要求する民事執行法第１９７条第１項第１号の要件は，財産開示手続が

金銭債権の強制執行を奏功させるための準備的手続であるという正確と合

致せず，債権者に極めて大きな負担を課すものである。（東弁，日弁連）

・ 民事執行法第１９７条第１項第２号の要件については，「知れている財産」

の意義が必ずしも明らかではなく，また，その意義について，債権者が「受

動的に知っている財産のみでなく，債権者が通常行うべき調査を行って知

れている財産」と解する裁判例（東京高決平成１７年４月２７日公刊物未

登載）を前提としても，「債権者が通常行うべき調査」の内容の曖昧さは解

消されない。仮に執行裁判所がこの要件を厳格に解釈することとなれば，

債権者の負担が課題となるおそれがある。また，仮に執行裁判所がそのよ

うな厳格な解釈をしないとしても，申立人において執行裁判所の解釈を事

前に予測することは困難であるから，いずれにしても，財産開示手続の申

立てに先立ち，執行裁判所の運用を忖度し，無益ながら動産執行や債権執

行等の申立てをすることが少なくない。このような実情が財産開示手続の

利用停滞の一因である。（日弁連）

・ 債権者が財産開示手続を申し立てる場合に，債権者が既に弁済を受け又

は債務者の責任財産を十分に把握していることは，稀有であろうから，そ

のような事実の存在は，債務者の側で主張立証するのが妥当である。（日弁

連）

・ 債務者は，債務名義に係る債務の履行を怠っているのであるから，財産

開示手続により一定の負担を負うこととなっても，やむを得ない。（大阪弁，

一弁）

・ 財産開示手続は強制執行の準備として行われるものであるから，強制執

行をするための一般的な要件が備わっていれば足りるはずである。（大阪
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弁）

・ 国は，自力救済を禁止し，債務名義の執行力を担保するインフラとして

財産開示制度を置いているのであるから，債務名義が成立した以上，財産

開示手続を実施するための追加的な要件を課すことは，合理的ではない。

（一弁）

⑵ 規律の具体的内容等に関する意見

・ 注１の考え方に沿った規律を設ける上では，注１のイの取消しの申立て

をすることができる期間を制限するなどの規定が必要である。そうでなけ

れば，債務者が，財産開示手続期日の直前に取り消しの申立てをすること

で，手続を遅延させるおそれがあるからである。（一弁，日弁連）

・ 注１の考え方に沿った規律を設ける上では，注１のイの取消しの申立て

により財産開示手続が遅延することがないようなものとすべきである。（東

弁）

・ 注１の「知れている財産」，「請求債権の完全な弁済を得ることができな

かったとき」については，文言の修正を検討すべきである。（一弁）

・ 財産開示手続は，任意の支払をしない悪質な債務者に対して実施される

ものであるから，注１のイ及びウの要件は不要である。（個人）

【反対（現行の規律を維持すべきとの意見）】奨学金会議，全青司，ヤミ金対策

会議，日司連，早稲田大研究会（多数意見），４３条対策会議，個人

・ 現行法が財産開示手続の実施要件として先に実施した強制執行の不奏功等

を要求しているのは，一般論として，財産開示手続が債務者のプライバシー

や営業秘密等に属する事項の開示を強制するものであるため，この手続を行

う必要性がある場合に限り，手続を実施するのが相当であるとの考え方に基

づくものであるが，現行法のこのような考え方には，相応の合理性があると

考えられる。（奨学金会議，ヤミ金対策会議，４３条対策会議，個人）

・ 現行法においては，強制執行の対象となる債務者財産の調査を本体的には

債権者の役割であるとしているから，財産開示手続の申立てをするためには，

その前提として債権者による調査がされている必要がある。（全青司，日司連）

・ 裁判所の運用において，先に実施した強制執行の不奏功等の要件について

広く疎明を認める傾向があるのであれば，その要件の存否に関する立証責任

を転換する必要はない。（全青司）

【反対（不奏功等の要件を完全に撤廃すべきとの意見）】沖縄弁，家庭問題情報

センター，個人

・ 財産開示手続は強制執行の準備行為であるから，強制執行の申立てをする
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ための一般的な要件が備わっているのであれば，その準備行為をすることが

できると整理すべきであるからである。債務者は，債務名義上の債務の履行

を怠っているのであるから，裁判所に出頭して財産開示義務を負うことを受

任すべきである。（個人）

・ 債務者は，債権者に開示されたくない財産があるのであれば，弁済により

開示を免れることができるはずである。（沖縄弁）

・ 試案の注１のように財産開示手続の実施決定を事後的に取り消すことがで

きる仕組みを設けると，債務者からの濫用的な取消しの申立てにより，手続

が複雑化・混乱化することになる。（個人）

・ 財産開示手続を利用しやすくし，債務者の財産隠しをしにくくして，判決

による債権回収を実りあるものにする必要がある。債権者が知らない財産に

対する執行をした方が，債権者が知っている財産に対する執行よりも，債権

者や債務者にとって有利になることがあり得る。（沖縄弁）

・ 養育費等の債権については，先に実施した強制執行の不奏功等の要件を完

全に廃止すべきである。養育費等に関する債権執行は，緊急性を要するもの

であり，債務者のプライバシーの保護よりも優先されるべきであるからであ

る。（家庭問題情報センター）

【その他の意見】

・ 先に実施した強制執行の不奏功等の要件の廃止等に対しては，実務上の問

題点が数多く指摘された。注１の考え方に対しては，「債権者に知れている財

産に対する強制執行を実施すれば，請求債権の完全な弁済に支障がないこと

が明らかであるとき」の認定が相当困難であり，審理が長期化する懸念があ

るとの指摘があった。（裁判所）

・ 先に実施した強制執行の不奏功等の要件については，現行法と同様の規律

とすべきであるとの意見が多数であったが，ドイツではこの要件を廃止した

ことなどから，存続させることに疑問を呈する意見もあった。（早稲田大研究

会）

・ 先に実施した強制執行の不奏功等の要件の緩和については，養育費請求権・

婚姻費用請求権や，不法行為に基づく損害賠償請求権のように，債権者の要

保護性が特に強く，速やかにその債権が実現されなければ社会正義に悖る類

型の債権に限定して，賛成する。これらの債権について，財産開示手続の実

効性を確保すべきであるからである。（関弁連，個人）

・ 注のア及びイの規律を設けることは賛成であるが，ウの規律を設けること

には反対である。先に実施した強制執行における配当等の手続において請求

債権の完全な弁済を得ることができなかった場合であっても，知れている財
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産に対する強制執行を実施すれば請求債権の完全な弁済に支障がないことが

明らかであれば，財産開示手続の実施決定を取り消したとしても債権者に酷

とは言えない。（札幌弁）

３ 試案の注２（再実施制限の緩和）に対する意見

【賛成】大阪弁，沖縄弁，札幌弁，一弁，二弁，東弁，日司連，日弁連，広島

弁，福岡県弁（一部），個人

⑴ 見直しの必要性に関する意見

・ 現代における資産状況変化の速度や頻度の高度化に照らすと，再実施制

限を３年とするのは長すぎる。（日弁連，個人）

・ 財産状況は固定的ではなく，数ヶ月もあれば変動する可能性が高い。（沖

縄弁）

・ 強制執行の対象となる債権（預貯金債権や給与債権等）の状況の変動の

頻度は高い。（札幌弁）

・ 今日，金融業界でのＩＴ化が極めて進行するなど資産状況の変動の頻度

が高まっており，平成１５年改正の当時と現在とで，その頻度に有意な変

化がある。（一弁）

・ 金融資産の流動性が極めて高いことを考慮すると，再実施制限を３年と

するのは長すぎる。（東弁）

・ 現在の経済情勢は目まぐるしい速さで変化しており，例えば，投資信託

等の金融商品のほか，ビットコインに代表される新しいタイプの財産が生

み出されている。（日司連）

・ 近時の社会生活の迅速化等に鑑みると，３年は長すぎる。（福岡県弁）

・ 民事執行法第１９７条第３項各号の要件の立証は困難である。（福岡県

弁）

・ 債務者は，確定判決等により支払が命じられたにもかかわらず，任意に

その履行をしない者であるから，再実施による負担は当然甘受するべきで

あるが，誠実に弁済を申し出る債務者に対する配慮は別途必要である。（個

人）

⑵ 新たな再実施制限期間に関する意見

・ 再実施が制限される期間については，１年とすべきである。（大阪弁，一

弁，東弁，日弁連，個人）

・ 再実施が制限される期間については，６か月とすべきである。（個人）

・ 再実施の原則的な制限を廃止すべきである（札幌弁）

・ 再実施が制限される期間については，債務者の資産状況の変化に対応し

て財産開示手続を適時に実施する必要性と，財産開示手続の実施に伴う債
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務者の負担をできる限り少なくする必要性とのバランスを考慮して，定め

るべきである。（日司連）

【反対】福岡県弁（一部）

・ 特定の個人の消費者に対して繰り返し財産開示手続を実施することは過度

な負担を課すこととなる。（福岡県弁（一部））

【その他の意見】

・ 再実施制限の緩和については，養育費請求権・婚姻費用請求権や，不法行

為に基づく損害賠償請求権のように，債権者の要保護性が特に強く，速やか

にその債権が実現されなければ社会正義に悖る類型の債権に限定して，賛成

する。これらの債権について，財産開示手続の実効性を確保すべきであるか

らである。（関弁連，個人）

・ 第三者から情報取得するための要件として財産開示手続を前置する必要が

あるとするのであれば，ある債権者の申立てにより財産開示手続が実施され

た後３年以内であっても，他の債権者の申立てによる場合には，再度の手続

の実施を認めるべきである。（個人）

⑵ 手続違背に対する罰則の見直し

   開示義務者が，正当な理由なく，執行裁判所の呼出しを受けた財産開

示期日に出頭せず，又は宣誓を拒んだ場合や，財産開示期日において宣

誓した開示義務者が，正当な理由なく陳述すべき事項について陳述をせ

ず，又は虚偽の陳述をした場合の罰則（民事執行法第２０６条第１項）

を強化するものとする。

（意見の概要）

１ 罰則の強化に対する意見

【賛成】大阪弁，沖縄弁，家庭問題情報センター，札幌弁，一弁，二弁，東弁，

日司連，日弁連，広島弁，早稲田大研究会，個人

⑴ 罰則強化の必要性に関する意見

・ 財産開示手続において，開示義務者が不出頭等により財産の全部又は一

部を開示しなかった事件が少なからず生じていることの原因の１つは，手

続違背に対する制裁が弱いことにある。（札幌弁，日司連，日弁連）

・ 現行法の規定は，制裁として不十分である。（大阪弁，二弁，東弁）

・ 罰則の強化は，財産開示手続の実効性確保に資する。（沖縄弁，二弁，個

人）
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・ 債務者が，債務名義が作成されているにもかかわらず，その弁済をせず，

かつ，財産開示手続にも協力しないことは，司法手続に対する妨害行為と

位置付けることができる。（東弁）

⑵ 新たな制裁の内容等に関する意見

・ 不出頭，宣誓拒絶，陳述拒絶，虚偽陳述のいずれの手続違背についても，

その罰則を強化するべきである。虚偽陳述の場面が，不出頭，宣誓拒絶，

陳述拒絶に比べて違法性が高いとは断じきれない，財産開示の実効性強化

のために刑事罰を科すことが有効であると考えられるからである。（日弁

連，個人）

・ 新たな制裁の内容としては，罰金刑のみならず，懲役刑を含むべきであ

る。ここで念頭に置かれている債務者が金銭債務の履行を怠っている者で

あることを踏まえると，罰金刑では債務者に対する十分な威嚇とならない。

（一弁，個人）

・ 罰金刑は無意味であるばかりか，罰金自体が債務者の財産を減少させる

効果を有し，債権者の権利の実現を阻害するものであるため，懲役刑のみ

を設けるべきである。（個人）

・ 憲法の保障する罪刑均衡の原則（最大判昭和４９年１１月６日刑集２８

巻９号３９３頁）に照らし，懲役刑の法定化については慎重な検討が望ま

れる。（東弁，日弁連）

・ 罪刑の均衡という観点からすれば，手続違背に対して科される刑罰は罰

金刑とすべきであり，懲役刑を設けるべきではない。（個人）

・ 懲役刑は過重であり，反対。（大阪弁）

・ 現行法よりも強力な制裁としては，１００万円以下の過料とするのが良

い。（個人）

【反対】京都司，奨学金会議，全青司，ヤミ金対策会議，福岡県弁，４３条対

策会議，個人

・ 個人の消費者にまで広く刑事罰を科することとするのは，刑罰の謙抑性の

観点から問題がある。悪質な債務者に対しては，現行の過料の制裁を適切に

発動することで対応すべきである。（福岡県弁）

・ 手続違背に対する罰則を強化するのであれば，特に違法性が高いと考えら

れる虚偽陳述の場合に限るべきであり，不出頭，宣誓拒絶，陳述拒絶に対し

ては刑事罰を科すべきではない。（京都司，奨学金会議，ヤミ金対策会議，４

３条対策会議，個人）

・ 罰則を強化したとしても，裁判所がその運用に躊躇し，過料や罰金刑の処

分を控えることになれば，実効性を確保することはできない。罰則の強化を
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する前に，まずは，現行制度において，裁判所が手続違背をした者に対し，

厳しく処分する運用をすべきである。（全青司）

・ 仮に罰則を強化するとしても，その内容は罰金刑とすべきであり，懲役刑

を設けるべきではない。（京都司，ヤミ金対策会議）

【その他の意見】

・ 手続違背に対する罰則の強化については，養育費請求権・婚姻費用請求権

や，不法行為に基づく損害賠償請求権のように，債権者の要保護性が特に強

く，速やかにその債権が実現されなければ社会正義に悖る類型の債権に限定

して，賛成する。これらの債権について，財産開示手続の実効性を確保すべ

きであるからである。（関弁連，個人）

・ 養育費や賠償金の不払いについて，悪質な場合には，刑事罰や免許証の没

収などの制裁を科すべきである。（個人）

・ 手続違背に対する罰則を強化する前提として，債務者及びその家族の最低

限の生活を保護するための施策を講ずるべきである。（日司連）

・ 手続違背に対して身体拘束を含む制裁を検討すべきである。（家庭問題情報

センター）

・ 民事訴訟では国民一般の義務として出頭義務を負うに過ぎない証人につい

て勾引が認められていることを踏まえれば，財産開示期日への出頭を拒んだ

債務者を勾引することに賛成である。（個人）

・ 間接的な強制手段として開示義務者の身体拘束を行うべきであるとする考

え方には反対である。（大阪弁，個人）

・ 財産開示期日への出頭を拒んだ債務者を勾引することには反対である。（個

人）

・ 手続違背をした者等について，裁判所が名簿を作成した上で登録・公開す

べきであるとの考え方には反対である。（大阪弁，個人）

・ 財産開示手続により開示された情報の目的外利用に対する罰則を強化すべ

きである。（日司連）

・ 現行の財産開示手続で得られた情報が目的外利用された事実があったとの

情報に接したことはない。情報の目的外利用に対して刑事罰を科するものと

することについては慎重に検討すべきである。（日弁連）

２ 第三者から債務者財産に関する情報を取得する制度の新設

⑴ 新たな制度の創設

   執行裁判所が，債権者からの申立てにより，債務者以外の第三者に対

し，債務者財産に関する情報の提供を求める制度を新たに創設するもの
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とする。

（意見の概要）

【賛成】大阪弁，沖縄弁，家庭問題情報センター，札幌弁，一弁，二弁，東弁，

日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，早稲田大研究会，個人

⑴ 制度創設の必要性に関する意見

・ 第三者からの情報取得は，それにより債務者の財産を明確にし，強制執

行による判決の実効性を高め，司法手続による社会の安定や経済の発展を

確保するために必要である。（沖縄弁）

・ 第三者からの債務者財産に関する情報取得の制度の創設により，情報取

得経路を増やし，執行可能性を高めることができる。第三者からの情報取

得の手続に債務者を関与させないこととすれば，財産開示手続と異なり，

債務者による財産隠しを回避しつつ債務者財産に関する情報を取得するこ

とができるため，執行可能性を高めることができる。（一弁）

・ 第三者からの情報取得制度を創設することは，強制執行手続の実効性確

保に資する。（二弁）

・ 現行の財産開示手続の改正だけでは，債務名義を取得した債権者の権利

実現には不十分であり，第三者からの情報取得が必要である。（東弁）

・ 財産開示手続における債務者の不出頭等の手続違背に対しては，刑事罰

を科するだけではなく，民事上の制裁をも科することが必要である。すな

わち，財産開示手続が債務者の不出頭等により終了する場合には，債権者

が債務者財産に関する情報を得ることができないため，第三者からの情報

取得制度を創設し，これにより債権者に強制執行の申立てを可能とするこ

とが必要である。（日司連）

・ 司法制度を社会の変化にあわせ，司法に対する国民の信頼を確保するた

め，債務者財産に関する情報を第三者から取得する制度を創設する意義は

大きい。（日弁連）

・ 裁判手続等により養育費が定められても，債権者の転職により強制執行

ができない当事者にとって，第三者からの情報取得の必要性は高い。（家庭

問題情報センター，個人）

・ 養育費の取立てが容易になることによって，一人親家庭の経済的困窮が

緩和されることが期待される。（個人）

⑵ 制度が濫用されることへの危惧に関する意見

・ 第三者からの情報取得の制度の創設に当たっては，新たな制度が貸金業

者等により濫用されないようにする必要がある。（全青司，個人）

・ 貸金業者等による濫用のおそれがあることから，１年間で同一執行裁判
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所に情報取得の申立てができる回数を制限する規定を設けるべきである。

（個人）

⑶ 弁護士会照会との関係に関する意見

・ 新たに設けられる第三者からの情報取得制度は，現状の弁護士会照会制

度と比較して，債権者にとっての利便性が劣後するものとならないように

すべきである。（大阪弁，札幌弁，福岡県弁，個人）

・ 新たに設けられる第三者からの情報取得制度は，現状の弁護士会照会制

度との調和を図り，両制度のいずれもが債権者にとって強制執行の準備手

続として機能するようなものとすべきである。（東弁，日弁連）

・ 現状では，一部の金融機関は弁護士会照会に応じて債務者の預貯金に関

する情報を開示しているものの，今後，第三者からの情報取得制度が創設

されると，それらの金融機関が，債務者財産に関する情報提供については

同制度を用いるべきであることなどを理由として，弁護士会照会に対する

回答を拒絶するおそれがある。（大阪弁）

・ 第三者から情報を取得する制度は，第三者に負担を課すこととなるため，

立法目的の合理性及びその達成手段の合理性の見地から，慎重に検討すべ

きである。（個人）

・ 弁護士会照会の制度と実質的整合性のある制度とすることが困難になる

のであれば，第三者から情報を取得する制度は断念するほかない。（個人）

・ 差し押さえるべき財産が情報提供により事前に特定されるなら，現在や

むを得ず行われている探索的な差し押さえを行う必要がなくなり，権利

者・裁判所にとって訴訟経済に適うばかりか，そのような探索的な差押え

により義務者のプライバシーが必要以上に侵害される事態も避けられるこ

とにも繋がる。（個人）

【その他の意見】

・ 第三者からの情報取得制度は，ドイツ，フランス，韓国といった諸外国で

も整備されている。我が国において新たに創設される第三者からの情報取得

制度は，これらの諸外国の制度を参考に，これに劣らないものを目指すべき

である。（日弁連）

・ その対象を，養育費請求権・婚姻費用請求権や，不法行為に基づく損害賠

償請求権のように，債権者の要保護性が特に強く，速やかにその債権が実現

されなければ社会正義に悖る類型の債権に限定することを条件として，試案

に賛成する。これらの債権については，債務者の不利益や第三者の負担を考

慮したとしても，債権の実現を図る必要性が優越するからである。（関弁連）

・ 新たに設けられる第三者からの情報取得制度が現行の弁護士会照会よりも
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後退したものとなるのであれば，制度の新設には反対である。（沖縄弁，札幌

弁）

・ 金融機関から預貯金債権に関する情報を取得する制度については，弁護士

会照会制度に対して悪影響が及ぶことを懸念し，その創設に消極的な意見が

あった。（一弁）

・ 現行法上，債務名義を取得しながらも強制執行の申立てが困難であること

がおおいことから，第三者からの情報取得制度の創設に賛成する意見があっ

た一方で，多重債務者の生活再建や支払督促の悪用によって半ば詐欺的に債

務名義を取得された被害者等を支援する立場からは，この制度の創設に反対

する意見があった。第三者からの情報取得制度の創設に当たっては，貸金業

者等によってこの制度が濫用されないようにするため，慎重な検討が必要で

ある。（全青司）

・ 債務者が自営業者の場合にも，確実に債権を回収できるようにする必要が

ある。（個人）

・ 新たな法制度を検討する上では，既存の法制度である弁護士会照会と一体

的に検討する必要がある。（個人）

⑵ 制度の対象とする第三者と情報の具体的な範囲

   ア 金融機関から，債務者の預貯金債権に関する情報を取得する制度を

設けるものとする。この場合に取得すべき情報の範囲については，債

務者が当該金融機関に対して有する預貯金債権の有無のほか，その預

貯金債権に対する差押命令の申立てをするのに必要となる事項（取扱

店舗，預貯金債権の種類及び額等）とするものとする。

   イ 一定の公的機関から，債務者の給与債権に関する情報（勤務先の名

称及び所在地）を取得する制度を設けるものとする。

（注） 本文の制度のほか，債務者の株式，投資信託受益権，生命保険契

約解約返戻金請求権等に関する情報を債務者以外の第三者から取得

する制度を設けるものとする考え方がある。

（意見の概要）

１ 試案ア（金融機関からの預貯金債権に関する情報取得）に対する意見

【賛成】全信協，大阪弁，沖縄弁，家庭問題情報センター，一弁，二弁，東弁，

日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，早稲田大研究会，個人

⑴ 情報取得の必要性に関する意見

・ 預貯金債権の差押えの場面については，その取扱店舗を限定しなければ

ならないことから，その情報を金融機関から取得する必要性が高い。（一弁，
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東弁，広島弁）

・ 預貯金債権に関する情報は，電子的に管理されており，実務上，強制執

行の対象としての重要性が高いにもかかわらず，債権者がこれらの情報に

接することができない。（日弁連）

・ 日本銀行の資金循環統計（速報）によると，２０１７年６月末現在の家

計の金融資産の中で最も多いのが「現金・預金」である。（日弁連）

⑵ 第三者の負う情報提供義務の根拠に関する意見

・ 執行手続は，単なる債権者の私益追求のためだけの手続ではなく，国家

機関が債務名義により適法に確定した権利を実現する手続であるから，執

行手続の実効性の確保は，国家機関に対する信頼を確保する上でも重要で

ある。そのため，民事訴訟法により我が国に居住する全ての人に証人義務

が課せられているのと同様に，国民一般が債務者財産に関する情報の提供

に協力すべき公法上の義務を負うものと観念すべきである。（札幌弁，日弁

連）

・ 金融機関の行う業務は，いずれも公共的性格を帯び，「国民経済の健全な

発展に資すること」を目的としている（銀行法第１条）から，強制執行が

円滑に行われることにより司法制度を通じた国民経済の健全な発展に資す

るため，金融機関に情報提供義務を課することは可能である。（東弁，日弁

連）

・ 第三者の情報提供義務の根拠については，金融機関は，第三債務者や振

替機関等として，陳述義務が課せられていることに着目することができる。

（札幌弁，日司連）

・ 第三者が負う情報提供義務の根拠については，強制執行の対象となる債

務者の財産の特定は，本来的には債権者の責任であるものの，その特定が

債権者と債務者の関係や債務者の非協力により困難である場合に，個別

的・補充的に発動される協力義務（債務者の手続協力義務を実質化し補充

する義務）と位置付けるべきである。（早稲田大研究会）

⑶ 債務者の個人情報等の保護に関する意見

・ 債務名義によって金銭給付を命じられた債務者は，財産開示手続の申立

てがあれば全財産を開示すべき義務を負っており，一定の要件を満たした

場合に限り例外的に陳述義務の一部免除を受けることができるのであるか

ら，その責任財産に関する情報を秘匿する利益を有していない。そのため，

第三者からの情報取得により債務者の個人情報等が債権者に伝わったとし

ても，債務者の利益を損なうとはいえない。（日弁連）

⑷ 回答に要する事務負担や第三者の対応能力に関する意見

・ 金融機関は，内部にコンピューターシステムを整備しているから，債務
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者の預貯金債権に関する情報の検索をする負担は小さい。（日司連，日弁連）

・ 金融機関は，債権差押えの際の陳述催告では，迅速に回答をしており，

対応能力は十分である。（日弁連）

・ 金融機関は日常的に残高管理をしているから，情報開示に伴って特段の

手間が生ずるものではない。金融機関は，現状でも，預貯金者に対する情

報開示を行っている。（沖縄弁）

・ 金融機関は，現状でも，捜査関係事項照会や弁護士会照会等に対応して

いる。金融機関は，情報検索・提供を行う能力を有している。（広島弁）

⑸ その他の観点からの意見

・ 現状において，一部の金融機関は弁護士会照会に応じて債務者の預貯金

に関する情報を開示しているものの，照会を受けた際の金融機関の対応と

しては，まずは債務者に連絡をして情報開示の可否を尋ねた上で，債務者

からの同意が得られた場合に限って，その情報を開示するものがある。第

三者からの情報取得制度が創設されれば，金融機関による情報開示の根拠

が定められることとなるから，金融機関もこれに応じやすくなると思われ

る。（沖縄弁）

・ 第三者が早期に回答をすることは，無駄な調査を避ける観点で，当該第

三者にとってもメリットがある。（日弁連）

【反対】札幌弁，一弁（一部），個人

・ 現時点で，第三者から債務者財産に関する情報を取得する制度として，既

に弁護士会照会制度が存在しており，弁護士会照会の全店照会においては，

事案により必要性が認められる場合には，債務者名義の取引履歴についても

照会先から報告を受けることが可能となっている。新たに設けられる第三者

からの情報取得制度において，現行の弁護士会照会により得られている情報

と同等又はそれを超える情報を取得することができないのであれば，現在得

られている債権者の権利実現の可能性を後退させるものになりかねない。預

貯金債権についての情報に限定した制度を設けなければならない立法事実は

存在しない。（札幌弁，個人）

・ 金融機関から預貯金債権に関する情報を取得する制度については，弁護士

会照会制度に対して悪影響が及ぶことを懸念し，その創設に消極的な意見が

あった。（一弁）

・ 金融機関での残高情報等については，日々変動が予想されるところ，本制

度では手続が重すぎて実効性に欠けるため，弁護士会照会制度への回答を義

務づけるなどの対応をすべきである。（個人）

・ 財産があるのに支払わない不真面目な債務者が執行を免れるべきではない
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から，預貯金債権を情報取得の対象とはせず，株式，社債，投資信託受益権

等や不動産などの余裕資産を情報取得の対象とするべきである。（個人）

【その他の意見】

・ 差押えの実効性を確保する観点から，銀行等の金融機関から債務者の預貯

金債権に関する情報を取得する制度を創設することについて，銀行として一

定の協力をする方向性に異論はない。（全銀協）

・ その対象を，養育費請求権・婚姻費用請求権や，不法行為に基づく損害賠

償請求権のように，債権者の要保護性が特に強く，速やかにその債権が実現

されなければ社会正義に悖る類型の債権に限定することを条件として，試案

に賛成する。（関弁連，個人）

・ 債権者が国内に多数ある金融機関のうち債務者の口座が開設された銀行を

特定して照会をすることは困難である。そのため，一般社団法人全国銀行協

会に対する照会等によって，統一的に，全金融機関からの回答を得られる仕

組みを設計すべきである。このような仕組みは，東日本大震災に係る被災者

預貯金口座照会制度により実施されているとおり，技術的に可能なものであ

る。（関弁連，個人）

・ 外国銀行日本支店の提供すべき情報については，日本国内の支店において

取り扱われている債権に関する情報に限定すべきである。（バークレイズ証券）

・ 金融機関が提供すべき預貯金債権に関する情報の範囲については，情報提

供を求める決定の送達時の情報に加えて，債務名義取得時点以降の情報（た

だし，回答時から遡ることができる期間は２年を限度とする。）を含むことと

すべきである。そうすれば，債権者が，債務者による財産隠匿行為等の有無

を把握することができることとなる。また，銀行等にとって，直近２年間の

取引履歴を提出する負担は，大きくない。（大阪弁，個人）

・ 金融機関から提供する情報の範囲は，差押えの実効性を確保するのに必要

な範囲に留めるべきであり，預貯金の残高の推移等を含めるべきではない。

（全信協，全銀協）

・ 裁判所が金融機関に対して情報提供を求める際には，預金者の氏名・ふり

がな・住所・生年月日を明確にする必要がある。（全信協，全銀協）

・ 財形貯蓄等が含まれるものとするか否かなど，本制度によって情報提供義

務が課される預金の範囲を明確にする必要がある。（全信協，全銀協）

・ 第三者からの情報取得制度の創設に当たっては，個人情報保護の関係や守

秘義務の点で，情報提供をした金融機関に責任が及ばないように整理をした

上で，その考え方等の明確化をすべきである。（全銀協）
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２ その他の私人（法人を含む。）からの情報取得に関する意見

【注の考え方に賛成】大阪弁，札幌弁，一弁，二弁，東弁，日司連，日弁連，

連合，広島弁，福岡県弁，個人

⑴ 具体的な規律等の提案

・ 試案の注の考え方のとおり，証券会社等の金融商品取引業者が有する株

式，社債，投資信託受益権等に係る情報並びに保険会社が有する保険契約

に係る情報を取得する制度を設けるべきである。（大阪弁，一弁，二弁，東

弁，日弁連，広島弁，福岡県弁，個人）

・ 株式，社債，投資信託受益権等に係る情報を取得する制度を設けるべき

である。（連合）

・ 社債，国債，地方債，株式，投資信託その他振替社債等の有無，その種

類及び額に関する情報を，証券会社等の振替機関等から取得する制度を設

けるべきである。（大阪弁）

・ 株式会社証券保管振替機構は，債務者本人から低額の手数料で照会に応

じる運用をしているため，同機構から振替社債等に関する情報を取得する

制度を設けるべきである。（個人）

・ 債務者の金融機関に対する貸金庫契約上の内容物引渡請求権に対する債

権執行を申し立てるために必要とされる貸金庫契約の存否等の情報を，金

融機関から取得することができる制度を設けるべきである。（日司連，個人）

・ 債権差押えの場面において第三債務者に陳述催告義務を課されているこ

とを踏まえれば，国税徴収法と同様に，「債務者に対して債務を負っている

か否か」をあらゆる第三債務者に回答させる制度を設けるべきである。（個

人）

・ 預貯金債権以外の債権についても，第三債務者以外の第三者からの情報

取得の必要がある。金融機関以外の私人（法人を含む。）からの情報取得制

度としては，まずは，この制度に対応するための情報管理の体制等が整備

されている第三者を対象とすべきであるが，勤務先や取引先等についても，

給与等について差押禁止の範囲が法定されていることの表裏として，強制

執行の対象自体としては重要なものであるので，回答に要する事務負担や

対応能力等を踏まえ，引き続き検討すべきである。（札幌弁）

・ 業界団体を通じ，業界各社への通知による債務者財産に関する情報の取

得が可能となれば，債権者にとっての債権回収の利便性はさらに向上する

こととなる。例えば，一般社団法人生命保険協会を第三者として申し立て

ることで，同協会に加入する各社から債務者財産に関する情報が回答され

るようにする制度を設けることが考えられる。（大阪弁，個人）

・ 一般社団法人生命保険協会や株式会社証券保管振替機構においては，加



23

盟又は参加する会社と契約する債務者の情報を保有しているため，これら

の機関についても制度の対象とする第三者に含めるべきである。（日司連）

・ 第三者が提供すべき情報の範囲については，情報提供を求める決定の送

達時の情報に加えて，債務名義取得時点以降の情報（ただし，回答時から

遡ることができる期間は２年を限度とする。）を含むこととすべきである。

（大阪弁）

⑵ 情報取得の必要性に関する意見

・ 有価証券は今日一般的な資産となっているから，債権者がこれらの財産

に関する情報を取得する必要性は高い。（一弁）

・ 現代においては，預貯金債権から，株式，投資信託受益権，生命保険解

約返戻金請求権等の金融資産へのシフトを推奨する動きがあり，実際に，

株式等により金融資産を保有している者が多いから，これらの金融資産に

対する情報を把握する必要性が高い。（日弁連，広島弁）

・ 日本銀行の資金循環統計（速報）によると，２０１７年６月末現在の家

計の金融資産の中で最も多いのが「現金・預金」であるが，これに「保険・

年金・定型保証」，「株式等」，「投資信託」，「債務証券」が続く。民間非金

融法人の保有する資産としては「株式等」が第１位である。（日弁連）

・ 株式，社債，投資信託受益権，保険契約解約返戻金請求権等に関する情

報は，電子的に管理され，実務上，強制執行の対象としての重要性が高い

にもかかわらず，債権者がこれらの情報に接することができないから，第

三者からの情報取得の必要性が高い。（日弁連，個人）

・ 我が国における債権差押えの実務においては，差し押さえるべき債権の

存否についての立証を要求せず，また，その債権の厳密な特定を必ずしも

要求しないで，債権差押命令を発することとしているものの，債務者の口

座等があると予想される金融機関等が複数存在する場合や，債務者の口座

等がどの金融機関に開設されているか全く分からない場合においては，各

金融機関等に対する探索的な差押えを同時に行うためには，請求債権を金

融機関ごとに割り付けなければならない。そのような請求債権の割付けを

適切に行うためには，強制執行に先立ち，株式，投資信託受益権，生命保

険契約解約返戻金請求権等に関する情報を把握する必要がある。（一弁，東

弁，日弁連，福岡県弁，個人）

・ 債権者は，債務者の口座等がどの金融機関に開設されているかを知らな

ければ，偶然差押えの効力が生ずるまで，差押えを続けなければならない。

これでは，債権者に非効率な作業を強い，司法に対する信頼を損ねかねな

い。また，債務者が複数の金融機関等に分散して資産を有する場合には，

最初の差押えがされた直後に債務者が残りの資産を隠匿することが可能と
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なってしまい，債務者の不正を誘発することとなりかねない。（日弁連）

・ 第三者からの情報取得制度の対象を預貯金債権に限定すると，債務者が，

その資産を預貯金以外の金融商品等に換えてしまう可能性がある。（大阪弁，

日司連，個人）

・ 預貯金債権の情報だけを対象とし，他の金融資産について開示の対象外

とした場合には，現代では，保有資産の形態を他の金融商品に転化させる

ことで容易に強制執行を免れることを助長することになるばかりか，逆に

金融機関のみが他の金融商品販売者に比して重い義務を課される理由を正

当化することが困難となる。（個人）

⑶ 第三者の負う情報提供義務の根拠に関する意見

・ 執行手続は，単なる債権者の私益追求のためだけの手続ではなく，国家

機関が債務名義により適法に確定した権利を実現する手続であるから，執

行手続の実効性の確保は，国家機関に対する信頼を確保する上でも重要で

ある。そのため，民事訴訟法により我が国に居住する全ての人に証人義務

が課せられているのと同様に，国民一般が債務者財産に関する情報の提供

に協力すべき公法上の義務を負っているものと観念すべきである。（札幌弁，

日弁連）

・ 金融機関，金融商品取引会社，保険会社等の行う業務は，いずれも公共

的性格を帯び，「国民経済の健全な発展に資すること」を目的としている（銀

行法第１条，金融商品取引法第１条，保険業法第１条等）から，強制執行

が円滑に行われることにより司法制度を通じた国民経済の健全な発展に資

するため，これらの業者に情報提供義務を課することは可能である。（東弁，

日弁連）

・ 第三者の情報提供義務の根拠については，金融機関や生命保険会社等は，

第三債務者や振替機関等として，陳述義務が課せられていることに着目す

ることができる。（札幌弁，日司連）

・ 証券会社の情報提供義務については，債務者は財産開示手続における陳

述義務があり，証券会社は債務者に対する説明・報告義務があることとの

関連で，これを肯定することができる。（札幌弁）

⑷ 債務者の個人情報等の保護に関する意見

・ 保険，株式，社債，投資信託受益権等の管理を委ねられている金融資産

取扱機関等は，法形式としては第三債務者の地位にあるが，実質としては，

債務者の責任財産の保管主体の立場にあり，自らの顧客に対する報告義務，

善管注意義務，守秘義務等を負うものである。そのため，当該顧客が債権

者に対して自らの財産を報告する義務を負う場合であれば，これらの機関

の固有の利益や手続保障等への配慮は不要である。（大阪弁）
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・ 債務名義によって金銭給付を命じられた債務者は，財産開示手続の申立

てがあれば全財産を開示すべき義務を負っており，一定の要件を満たした

場合に限り例外的に陳述義務の一部免除を受けることができるのであるか

ら，その責任財産に関する情報を秘匿する利益を有していない。（日弁連）

・ 株式，社債，投資信託受益権のように余裕資産を有しているにもかかわ

らず，債務名義があるのに債務の支払をしない債務者について，強制執行

を免れるために，その情報を秘匿する利益を保護する必要があるとはいえ

ない。（日弁連）

⑸ 回答に要する事務負担や第三者の対応能力に関する意見

・ 金融機関，金融商品取引業者，保険会社は，内部にコンピューターシス

テムを整備しているから，債務者の財産に関する情報の検索をする負担は

小さい。（日司連，日弁連）

・ 債権差押えの際の陳述催告では，迅速に回答をしており，対応能力は十

分である。（日弁連）

⑹ その他の観点に関する意見

・ 債務者の預貯金債権に関する情報は，現状においても弁護士会照会によ

り取得することができる。第三者からの情報取得制度の対象を預貯金債権

に限定するのでは，銀行等が弁護士会照会に対して回答するのに比較して

債務者からの訴訟提起を受ける危険性が少なくなるという意味があるのに

留まり，債務者財産の開示制度の実効性の向上にはつながらない。（大阪弁）

・ 第三者からの情報取得の対象を預貯金債権に限定し，株式等を取り込ま

ないようでは，低所得者層に対する財産開示手続のみを強化し，中高所得

者層に対する財産開示手続を据え置くことになりかねない。（日弁連）

・ 第三者が早期に回答をすることは，無駄な調査を避ける観点で，当該第

三者にとってもメリットがある。（日弁連）

・ 債務者の預貯金債権に関する情報は，弁護士会照会によって取得するこ

とが既に可能であるため，新しい制度を創設するのであれば，最低限，株

式，投資信託受益権，生命保険契約解約返戻金等に関する情報を取得でき

なければ，意味がない。（個人）

【注の考え方に反対】全信協，生保協会，全銀協，損保協会，沖縄弁，一弁（一

部），日証協，早稲田大研究会

・ 注に掲げられた財産は，預貯金債権とは異なり国民一般が広く保有してい

るものとは言い難く，これらを差し押さえるための情報取得の必要性は低い。

（沖縄弁）

・ 現在の実務にでは，株式や投資信託受益権等の差押えの場面において，振
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替機関や第三債務者が証券会社であるときは，取扱店舗を限定する必要はな

いから，予め債権者がその情報を取得する必要は乏しい。（日証協）

・ 我が国における生命保険契約解約返戻金請求権の差押えの実務においては，

債権者において保険証券番号を特定することが困難な事情等がある場合には，

保険契約者の氏名，生年月日を明示し，かつ，「ただし，同種の保険契約が数

口あるときは，保険証券番号の最も若いもの」と記載して差押えの対象とな

る生命保険契約を特定する方法が認められている。このような探索的な差押

えが緩やかに許容されている現在の実務を前提とすれば，債権者は，解約返

戻金請求権を保険会社から取得するまでもなく，債権差押命令の申立てをす

ることができるから，その情報取得の必要性が特に高いとはいえない。（生保

協会）

・ 我が国における債権差押えの実務においては，差し押さえるべき債権の存

否についての立証を要求せず，また，その債権の厳密な特定を必ずしも要求

しないで，債権差押命令を発することとしている。損害保険契約に基づく債

権は，預貯金債権とは異なり，その差押えをするために取扱店舗等を限定し

なければならないという特殊性を有していない。また，通常，損害保険契約

に基づく債権は，その額が少額である。（損保協会）

・ 株式や投資信託受益権，生命保険契約解約返戻金請求権については，第三

者に情報提供義務を課す根拠が乏しい。（全信協）

・ 生命保険解約返戻金請求権については，債権者が解約を強制することが望

ましくない場合があるため，情報取得の対象とすべきではないとの意見があ

った。（一弁（一部））

・ 一般社団法人生命保険協会は，保険契約の当事者ではないから，生命保険

契約解約返戻金の差押えの際に，第三債務者となるものではなく，また，債

務者が保険会社に対して有する解約返戻金請求権の有無等を知る立場にはな

い。生命保険協会に情報提供を義務付ける新たな制度を設けたとしても，各

保険会社が生命保険協会に対して情報提供を義務付けることはできない。（生

保協会）

・ 株式，投資信託受益権，生命保険契約解約返戻金請求権に関する情報取得

については，開示義務者の範囲を広げることの是非や，開示義務者の負担等

を踏まえて，慎重に検討すべきである。（全銀協）

【注の考え方に関するその他の意見】

・ その対象を，養育費請求権・婚姻費用請求権や，不法行為に基づく損害賠

償請求権のように，債権者の要保護性が特に強く，速やかにその債権が実現

されなければ社会正義に悖る類型の債権に限定することを条件として，試案
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の注の考え方に賛成する。我が国における債権差押えの実務においては，差

し押さえるべき債権の存否についての立証を要求せず，また，その債権の厳

密な特定を必ずしも要求しないで，債権差押命令を発することとしているも

のの，強制執行には費用がかかるため，債務者の財産の存在や額がわからな

ければ，費用倒れを懸念して，事実上強制執行は不可能であるからである。（関

弁連）

・ 債権者が，多数の金融機関，証券会社，保険会社等の中から債務者が契約

している団体を特定することは困難であるから，１回の申立てで，統一的・

網羅的に回答を得られるような仕組みを設計すべきである。（関弁連）

・ 信託受益権の中には，契約内容等によっては，受託者による情報提供に適

さないものや，その情報提供に伴う事務負担等が大きいものがある。仮に制

度の対象に信託受益権を含めるのであれば，他の金融商品との平仄も勘案す

るとともに，金融機関の実務に照らして実効性があり，かつ，過度の負担と

ならないよう，慎重な検討をお願いしたい。（信託協会）

・ 仮に第三者からの情報取得制度の対象に株式や投資信託受益権等を含める

としても，その情報の具体的な範囲としては，かかる有価証券の残高の有無，

取扱店舗及び有価証券の銘柄毎の残高数量のみとし，担保設定状況や過去の

取引履歴等は対象外とすべきである。（日証協）

・ 仮に第三者からの情報取得制度の対象に株式や投資信託受益権等を含める

のであれば，それが個人情報保護法の「法令に基づく場合」に該当するため，

証券会社が本人の同意を得ることなく回答をすることができることや，その

回答が証券会社の私法上の守秘義務に反しないことを，何らかの方法により

明らかにしていただきたい。（日証協）

・ 第三者からの情報取得制度の対象となる具体的範囲については，法律にお

いて例示列挙するに留め，裁判例の積み重ねにより，その範囲が画されるべ

きである。（個人）

３ 試案イ（公的機関からの勤務先情報に関する情報取得）に対する意見

【賛成】大阪弁，沖縄弁，家庭問題情報センター，札幌弁，一弁，二弁，東弁，

日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，早稲田大研究会，個人

⑴ 情報取得の必要性等に関する意見

・ 債務者の給与債権の差押えのためにはその勤務先を特定する必要がある

から，公的機関から債務者の勤務先に関する情報を取得する必要性がある。

（大阪弁，札幌弁，一弁，二弁，日弁連，広島弁）

・ 執行手続は，単なる債権者の私益追求のためだけの手続ではなく，国家

機関が債務名義により適法に確定した権利を実現する手続であるから，執
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行手続の実効性が確保されないと，国家機関に対する信頼が毀損されかね

ない。債務者が個人であるケースではその最も重要な財産が給与債権であ

ることが少なくない一方で，債権者が自らその調査をすることは困難であ

るため，執行手続の実効性を確保する上で，公的機関が債務者の勤務先に

関する情報を債権者に提供する提供することには，重要性，緊急性がある。

（大阪弁，日弁連）

・ 勤務先情報の調査は困難であり，公的機関からの情報提供がなければ，

他の手段で情報を得ることが困難であり，代替的手続を欠く。（大阪弁，日

弁連）

・ 裁判手続等により養育費が定められても，債権者の転職により強制執行

ができない当事者にとって，第三者からの情報取得の必要性は高い。養育

費の履行確保のために，債務者の給与債権の差押えが必要である。（家庭問

題情報センター）

⑵ 個人情報の保護との関係に関する意見

・ 債務者は財産開示手続において自らの勤務先に関する情報を開示しなけ

ればならないものとされているから，その情報は債権者との間において債

務者の秘密とはいえず，その情報の秘匿により保護されるべき利益は相対

的に小さい。（大阪弁，沖縄弁，東弁）

・ 公的機関の保有する債務者の勤務先情報については，債務者の情報秘匿

の利益よりも，債権者の権利実現の利益を優先すべきである。（日弁連）

・ 開示される情報が勤務先の名称及び所在地の限度であれば，プライバシ

ー侵害の程度が大きいとはいえない。（広島弁）

・ 申告納税制度により公的機関が債務者から得た情報については，その目

的外の開示により当該公的機関の業務に支障が生ずる可能性があるものの，

勤務先情報は，債務者からの申告等を通じて取得した情報ではないから，

それを開示したとしても，当該公的機関の業務に支障を生ずる可能性は低

い。（大阪弁）

⑶ 公的機関の事務負担や対応能力に関する意見

・ 公的機関において，勤務先情報は，保険加入記録等に登録されており，

その情報提供をする負担は小さい。（東弁，日弁連）

⑷ その他の意見

・ 債権者等が他の手段では得ることが困難な情報を公的機関が提供しない

ときには，公的機関が債務者の義務不履行を助長しかねないのであり，そ

の開示に応じないことは，法秩序の維持にそぐわないこととなる。（日弁連）

・ 弁護士会照会と地方税法第２２条の守秘義務との関係については，弁護

士会照会が公共的側面を有することを肯定した上で，秘密に該当する事項
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を開示することが正当視されるような特段の事由が存在すれば，公的機関

が保有する情報を開示することは可能であると解釈すべきである（平成１

３年４月６日閣議決定に係る「衆議院議員佐々木秀典君提出弁護士法第２

３条の２に基づく照会に関する質問に対する答弁書」参照）。このような理

解を前提とすれば，法改正により，公的機関が保有する債務者財産に関す

る情報を取得する制度を設ければ，地方税法第２２条の問題は基本的に解

決されることとなる。（大阪弁）

・ 地方税法第２２条，地方公務員法第３４条第１項，日本年金機構法第２

５条には秘密保持義務が規定されている。これらの現行法の解釈に関して

は，公的機関からの情報提供が求められた場合には，個別具体的な状況に

応じ，事案の重大性や緊急性，代替手段の有無，全体としての法秩序の維

持の必要性等を総合的に勘案し，保護法益間での比較衡量をした上で，情

報提供が必要と認められる場合に，必要な範囲で情報の提供に応じること

が適当であるとの考え方がある。民事執行法の改正によって設けられた制

度により，特定の債務名義を取得した債権者からの申出に基づき，裁判所

の決定により，公的機関が保有する債務者の特定の財産に関する情報の開

示を求められた場合には，一般的・類型的判断として，上記各要素を満た

すといえる。（大阪弁）

・ 地方税法第２２条，地方公務員法第３４条第１項，日本年金機構法第２

５条には秘密保持義務が規定されているものの，第三者からの情報取得に

よって情報を取得する合目的性は高く，民事執行法の改正により，公的機

関から債務者の勤務先に関する情報を取得する制度を設けたときは，特段

の事情がない限り，公的機関はこれに応ずるべきである。（日弁連）

・ 公的機関は，司法制度に協力する義務がある。（沖縄弁）

・ 勤務先情報を提供すべき公的機関としては，債権者の勤務地の所在地を

管轄する税務署，債務者の住所地のある市町村，日本年金機構等の厚生年

金保険の実施機関等がある。（札幌弁）

【反対】いちょうの会，京都司，クレちほ，奨学金会議，被連協，ヤミ金対策

会議，一弁（一部），みやぎ青葉の会，４３条対策会議，個人

・ 給与の差押えは，債務者に対して重大な威嚇力を有し，その反面として債

権者による濫用のおそれが否定できないものであって，現に，これまでも，

高利金融業者らにより，零細な債務者を威嚇する手段として利用されてきた。

国がこうした金融業者らの取立てに手を貸すべきではない。（いちょうの会，

京都司，被連協，ヤミ金対策会議，４３条対策会議）

・ 収入が低く財産を持たないために支払をすることができない債務者は，給
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与の差押えがされると，生活をすることができなくなる。（いちょうの会，京

都司，クレちほ，奨学金会議，被連協，ヤミ金対策会議，みやぎ青葉の会，

４３条対策会議）

・ 給与の差押えがされると，債務者が仕事をやめなければならなくなること

がある。（いちょうの会，京都司，クレちほ，奨学金会議，被連協，ヤミ金対

策会議，一弁（一部），４３条対策会議）

・ 債務者の勤務先の名称や所在地に関する情報は，債務者の不動産に関する

情報よりも，プライバシーとして保護すべき必要性が高い。（ヤミ金対策会議）

・ 公的機関の保有する情報については，法定された目的以外に使用すること

により，本来の行政目的の達成を妨げるおそれがあることから，より慎重に

検討する必要がある。まずは，債務者本人による財産開示手続の実効性を高

めるための議論を尽くす必要があるのではないか。（個人）

・ 養育費確保のために債務者の給与を差し押さえることは反対であるから，

養育費の取立てのために，税金を使って税務情報を流用することは，納得し

かねる。（個人）

・ 仮に勤務先情報に関する開示制度を設けるものとしても，請求債権が民事

執行法第１５１条の２第１項各号の債権である場合に限るべきである。（京都

司，奨学金会議，ヤミ金対策会議，個人）

【一定の限度で試案に賛成する意見】

・ その対象を，養育費請求権・婚姻費用請求権や，不法行為に基づく損害賠

償請求権のように，債権者の要保護性が特に強く，速やかにその債権が実現

されなければ社会正義に悖る類型の債権に限定することを条件として，試案

に賛成する。（関弁連，個人）

・ 勤務先情報の開示は，請求債権が扶養義務等に係る定期金請求権である場

合に限って，認めるべきである。低所得の債務者の給与の差押えがされると，

最低限度の生活すら保護されないこととなる。そのような債務者が差押禁止

債権の範囲変更の申立てをすることは極めて困難である。また，給与の差押

えは，それにより債務者の勤務先における人事評価に重大な影響を与える可

能性があり，また，場合によっては解雇につながるおそれもある。他方で，

債権者が養育費等の扶養義務等に係る定期金請求権を有する場合には，その

履行確保が債権者の生活保障に必要であるから，債務者の勤務先に関する情

報を取得する必要性が高い。（日司連）

・ 勤務先情報の開示は，請求債権が，養育費，婚姻費用及び離婚に伴う財産

分与及び慰謝料である場合に限って，認めるべきである。給与債権は，債務

者の日々の生活の基礎となる財産であり，その差押えによる打撃の程度は大
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きいほか，差押命令が職場に送達されると，債務者が退職せざるを得なくな

るおともあるため，給与債権に関する情報開示は，子の生存権保障・生活基

盤確保の必要性が高く，債務者の生活基盤を不安定化させてもやむを得ない

といえる場合に限定するべきである。（連合）

・ 公的機関が保有する情報を取得することとした場合であっても，本来の行

政目的を阻害しないように，その情報取得の手続や情報の取得先については，

限定的にする必要がある。厚生年金の実施機関が保有する情報や税務当局の

うち税務署が保有する情報は限定的であるのに対し，市町村では，一部の中

途退職者を除き，ほぼ全ての給与債権に関する情報を保有しており，過去の

勤務先情報を含まないとすれば，その情報取得先を市町村に限定するのが適

当ではないか。（個人）

【その他の意見】

・ 第三者から情報を取得する制度を設けるのであれば，給与に関する情報よ

りも，むしろ，株式，社債，投資信託受益権等に関する情報や，不動産に関

する情報を，対象とするべきである。（いちょうの会，京都司，クレちほ，奨

学金会議，被連協，ヤミ金対策会議，みやぎ青葉の会，４３条対策会議，個

人）

・ 債務者の不動産に関する情報を取得する制度を設けることなく，債務者の

勤務先に関する情報を取得する制度を設けるのは，制度としての均衡を著し

く失している。給与の差押えは債務者に対する打撃が大きく，場合によって

は債務者が職場に居づらくなり退職に至ることもあるのに対し，不動産の差

押えではそのような問題はない。（連合）

・ 法人（事業者）の売掛債権を情報取得の対象とせず，個人（給与所得者）

の給与債権を対象とすることは合理的ではない。（いちょうの会，京都司，ク

レちほ，被連協，ヤミ金対策会議，４３条対策会議，個人）

・ 勤務先情報の取得に当たっては，事前又は事後速やかに，債務者に対して

その旨の告知をすることで，債務者に弁済の機会等を与える必要がある。（二

弁（一部））

・ 勤務先情報の取得については，債務者の預貯金債権等が見当たらないとき

に限定するなどの配慮が必要である。（福岡県弁）

４ 公的機関からの情報取得に関するその他の意見

【不動産に関する情報取得に関する意見】

・ 公的機関から，債務者の有する不動産に関する情報を取得する制度を設け

るべきである。（大阪弁，関弁連，一弁，二弁（一部），東弁，日司連，日弁
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連，連合，福岡県弁，個人）

・ 不動産は，一般にその価値が高く，権利実現にとって重要な財産である。

不動産に関する情報は，一般に登記で公開されているとはいえ，債権者がそ

の中から債務者が権利を有するものを検索することは事実上不可能である。

（日弁連）

・ 不動産に関する情報は，各市町村の固定資産税徴収部門において，固定資

産課税台帳により管理されている。各市町村がその情報を提供することに特

段の負担が生ずることはない。（連合，個人）

・ 固定資産課税台帳により管理されている不動産の情報のうち，未登記不動

産に関するものは，市町村は独自の利益を有しているなどの考え方もあり得

るが，司法への信頼の確保という観点からは，未登記不動産に関する情報を

取得の対象とすることにも合理性がある。（個人）

・ 不動産登記情報については，法務局のシステム上，住所及び氏名からその

所有不動産を検索することが可能であるから，これを財産開示手続に用いる

ことには何ら問題はない。（個人）

【自動車に関する情報取得に関する意見】

・ 公的機関から，債務者の有する自動車に関する情報を取得する制度を設け

るべきである。（大阪弁，関弁連，一弁，二弁（一部），日司連，福岡県弁，

個人）

【税務申告に関する情報取得に関する意見】

・ 勤務先以外の税務申告に関する情報についても，幅広く取得が認められる

べきである。（個人）

⑶ 第三者から情報を取得するための要件

ア 第三者から情報を取得する手続の申立てに必要とされる債務名義

の種類やこの手続の実施要件については，後記イ及びウの事項を除

き，財産開示手続に関する規律（現行の規律を見直すのであればその

見直し後の規律）と同様の規律によるものとする。

イ  第三者から情報を取得する手続と財産開示手続との先後関係につ

いて，次のいずれかの規律を設けるものとする。

【甲案】（財産開示手続を前置する必要があるとする案）

(ｱ) 第三者から情報を取得する手続の申立てをするためには，その申

立ての日前３年以内に，財産開示手続が実施されている必要がある

ものとする。
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(ｲ) 第三者から情報提供を求める決定に対しては，執行抗告をするこ

とができないものとし，同決定が債務者に告知される前であって

も，第三者は情報提供を行うものとする。

【乙案】（財産開示手続を前置する必要がないとする案）

(ｱ) 先に財産開示手続が実施されていなくても，第三者から情報を取

得する手続の実施を申し立てることができるものとする。

(ｲ) 第三者から情報提供を求める決定に対しては，債務者が執行抗告

をすることができるものとする。

(ｳ) 第三者から情報提供を求める決定は，確定しなければその効力を

生じないものとし，同決定の第三者への告知は，その確定後にする

ものとする。

ウ 過去の一定期間内にこの手続により同一の第三者から情報を取得

した場合であっても，この手続の再実施を制限しないものとする。

（注） 第三者から情報を取得する手続と財産開示手続との先後関係（本

文イ参照）については，金融機関から預貯金債権に関する情報を取

得する手続については，先に財産開示手続が実施されていなくて

も，金融機関から当該情報を取得する手続の実施を申し立てること

ができるものとした上で，第三者から情報提供を求める決定が債務

者に告知される前であっても，第三者は情報提供を行うものとする

考え方がある。

（意見の概要）

１ 試案アに対する意見

【賛成】沖縄弁，家庭問題情報センター，一弁，二弁，東弁，日司連，日弁連，

福岡県弁，個人

・ 第三者からの情報取得の手続は，財産開示手続と同様に，強制執行の準備

を目的として，債務者財産に関する情報を取得するものである。（沖縄弁，一

弁，日弁連）

・ 第三者からの情報取得は，財産開示手続における債務者の開示義務違反に

対する制裁と捉えて，財産開示手続と同様の要件を設ける必要があるものと

考える。（日司連）

【反対】大阪弁，関弁連，札幌弁，広島弁，早稲田大研究会，個人

・ 第三者からの情報取得の申立てをするためには，養育費請求権・婚姻費用

請求権や，不法行為に基づく損害賠償請求権のように，債権者の要保護性が

特に強く，速やかにその債権が実現されなければ社会正義に悖る類型の債権
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を有することを必要とすべきである。第三者からの情報取得は，財産開示手

続と異なり，債務者に事前に知らされないまま第三者から情報取得がされる

点において，プライバシー等の侵害を伴うものであるからである。（関弁連）

・ 第三者からの情報取得は，財産開示手続とは全く別の制度であるから，そ

の実施要件を財産開示手続と関連付けて検討する必要はない。（広島弁）

・ 第三者から情報を取得するための実施要件のうち，先に実施した強制執行

の不奏功等の要件については不要とすべきである。第三者からの情報取得に

おいては，債務者の出頭義務や債務者に対する制裁がないという点で，財産

開示手続とは異なるからである。（大阪弁）

・ 財産開示手続の申立てに必要とされる債務名義の種類を拡大する場合であ

っても，第三者からの情報取得の申立てに必要とされる債務名義の種類につ

いては，現行の財産開示手続と同様の範囲に限定すべきである。（札幌弁）

・ 財産開示手続の申立てに必要とされる債務名義の種類も拡大するべきでな

いとの立場から，第三者からの情報取得の申立てに必要とされる債務名義の

種類も拡大されるべきではない。（個人）

２ 試案イに対する意見

【甲案に賛成】日司連，早稲田大研究会，個人

・ 個人情報保護の観点からみると，強制執行の対象となる債務者財産の調査

を債権者の役割とする現行法においては，財産開示手続は，債務者のプライ

バシーや営業秘密等を含む情報を債務者自身の陳述により開示させる点にそ

の正当性の根拠がある。第三者からの情報取得は，財産開示手続において債

務者が不出頭や陳述拒絶等によりその陳述の機会を放棄したとみなすことに

より，その正当化が可能である。（日司連）

・ 乙案では，債務者の関与がほとんどないままに，債務者のプライバシーや

営業秘密等が含まれる情報を債権者が取得することができることとなる点で，

個人情報保護の観点からの正当化の根拠が薄弱である。（日司連）

・ 勤務先等の状況についての公的機関への情報提供は，法律の定めによって

強制的に行われていることから，その情報を外部に提供することに先立って，

財産開示手続において債務者自身が陳述する機会を設けるべきである。（個人）

【乙案に賛成】家庭問題情報センター，個人

・ 養育費は少額の定期金給付であり，速やかに必要な情報を取得することが

できる手続が望ましい。（家庭問題情報センター）

【乙案（ア）に賛成し，（イ）（ウ）に反対】大阪弁，沖縄弁，関弁連，札幌弁，
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一弁，二弁，東弁，日弁連，広島弁（形式的には反対），福岡県弁，個人

（注の考え方の適用範囲を，預貯金債権に関する情報取得の場面に限らず，全ての種

類の情報取得の手続に拡大すべきであるという趣旨の意見を含む。）

⑴ 甲案の問題点を指摘する意見

・ もともと債務者自身の陳述から債務者財産に関する情報を取得すること

は困難であり，特に，敵対的な関係の債務者からの情報取得は不可能に近

い。（大阪弁，日弁連）

・ 財産開示手続を前置しなければならないものとされれば，債務者財産に

関する情報を機動的に取得することができないおそれがある。（福岡県弁）

・ （債権回収のために有用性の低い）財産開示手続を前置することは，債

権者に迂遠を強いる結果となる。（札幌弁，東弁）

・ 財産開示手続を前置すると，債務者による財産隠匿のおそれがあるが，

第三者からの情報取得の手続を設けるに当たっては，資産隠匿の危険性を

考慮し，手続の密行性を優先させるべきである。（大阪弁，沖縄弁，関弁連，

札幌弁，東弁，日弁連，広島弁）

・ 債務者が訴訟手続中に資産隠しをする可能性も少なくないが，強制執行

の着手を契機に債務者が資産隠しをする例も少なくない。そのため，訴え

提起から時間が経過したことを理由として，財産開示手続を前置したとし

てもそれにより資産隠しの危険性が高まるわけではないとする見方は，誤

りである。（大阪弁，日弁連）

・ 甲案においては，財産開示手続を実施した結果として債務者が財産を隠

匿した場合について特段の配慮を示していない。（大阪弁）

・ 甲案の規律が設けられると，今後，金融機関等が，弁護士会照会を受け

た際にも，財産開示手続が前置されていないことを理由に，回答を拒絶す

る可能性がある。そうなれば，第三者からの情報取得制度の新設が，弁護

士会照会制度の利便性を阻害することとなってしまう。（札幌弁）

⑵ 乙案の（イ）及び（ウ）の問題点を指摘する意見

・ 乙案の（イ）及び（ウ）の規律によれば，債権者が第三者から債務者財

産に関する情報を取得する前に，手続の申立ての事実が債務者に伝わって

しまう。債務者による財産隠しを避けるため，密行性が必要である。（大阪

弁，沖縄弁，関弁連，一弁，二弁，東弁，日弁連，広島弁，福岡県弁，個

人）

・ 乙案の（イ）及び（ウ）の規律が設けられると，今後，金融機関等が，

弁護士会照会を受けた際にも，債務者本人への通知がないことを理由に，

回答を拒絶する可能性がある。そうなれば，第三者からの情報取得制度の

新設が，弁護士会照会制度の利便性を阻害することとなってしまう。（札幌
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弁）

⑶ 第三者の負担に関する意見

・ 第三者からの情報取得は，第三者に一定の負担を負わせるものであるが，

第三者からの情報取得は民事執行制度の信頼性に関わる重要な制度である

ことや，第三者や情報の範囲を限定し，第三者に対する費用の支払をする

ことによって，そのような負担を負わせることを正当化することができる。

（広島弁）

⑷ 債務者に対する手続保障の要否に関する意見

・ 債務名義があるにもかかわらずなお任意の弁済をしない債務者に対して

手続保障の機会を付与する必要性は，相当に減退しているというべきであ

る。（大阪弁）

・ 公務員の守秘義務よりも債務者財産に関する情報開示を受ける利益の方

が上回ると一般的・類型的にいえる場合には，債務者に対する執行抗告の

機会の付与は必須ではない。（大阪弁）

・ 債務者が既に請求債権の弁済をしている場合や，債務名義上の債務の存

在を争うような場合には，債務者への手続保障を図ることに一定の意味が

あると思われるものの，それ以外の場面においては，債務者に対する手続

保障を図る必要性がある場面は想定し難い。（札幌弁）

・ 債務名義が存在している段階では，債務者のプライバシー等の保護より

も，債権者の債権回収の利益を重視すべきである。（広島弁）

・ 手続保障を設ける趣旨は，究極的には債務者のプライバシーや営業秘密

等を保護することにあるが，しかし，第三者からの情報取得の対象を預貯

金債権等に限定するのであれば，これによるプライバシーの侵害の程度は

限定的であるし，営業秘密の侵害が生ずるのは稀である。（日弁連）

・ 第三者からの情報提供により債務者の利益が害されることがあるとして

も，損害賠償のような事後的な手続によって図ることで足りる。（大阪弁，

関弁連，日弁連，広島弁）

・ 第三者からの情報取得の手続が実施されたことを債務者に告知するのは，

債権者が執行に着手するのに合理的な期間（例えば，第三者による情報提

供から８週間）が経過した後にするのが良い。（大阪弁，日弁連）

・ 債務者が，「新たな制度によって，いきなり裁判所から銀行に対して問い

合わせるのではなく，先に自分に対する財産開示手続を実施してくれれば，

自分は，財産開示に応じたはずである。」と考えるのであれば，それ以前に，

任意の弁済をするか，または，自らの資産状況を債権者に対して積極的に

説明し，自らの弁済の意思と能力があることを説明するなどの対応をして

おくべきである。（大阪弁）
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・ 債権者が強制執行を開始するための一般的な要件が備わっていないのに，

第三者から情報を取得した場合については，損害賠償で対応することとす

べきである。（個人）

・ 家事事件手続法では，履行を勧告するために債務者に特段の手続保障を

与えることなく，銀行等に対して債務者の財産について報告を求めること

ができる制度を採用している。（個人）

⑸ その他の観点に関する意見

・ 裁判手続と弁護士会照会との比較対照によって制度設計を考えるのが合

理的ではないとの批判については，理解することができない。財産開示手

続と弁護士会照会制度の実施件数の比較等からして，我が国の現在の法律

実務が弁護士会照会制度によって実施，運用されていることは明らかであ

り，このような我が国の現状を鑑みることなく立法を提案することは，そ

れこそ合理的ではない。（大阪弁）

・ 財産開示手続においては，債務者は，裁判所に出頭した上で，原則とし

て全ての財産に関する情報を開示しなければならず，かつ，手続違背に対

しては制裁が科されることを考慮すれば，第三者からの情報取得の方が財

産開示手続よりも債務者の負担は小さい。（大阪弁，日弁連）

・ 債務者の財産状況を把握する上では，債務者自身の陳述からの情報取得

と第三者からの情報取得の両ルートからのアプローチを可能とすべきであ

り，その一方を他方に前置する必要はない。（沖縄弁）

・ 現状において，弁護士会照会により第三者から債務者財産に関する情報

を取得する際には，債務者に特段の反論の機会は与えられていないが，そ

のことによって格別の不都合が生じているとの指摘はない。債権者が第三

者から情報を取得するに当たって債務者に反論の機会を付与する必要があ

ることを裏付ける立法事実はない。（東弁）

・ 第三者からの情報取得は，財産開示手続とは全く別の制度であるから，

その実施要件を財産開示手続と関連付けて検討する必要はない。（広島弁）

・ 財産開示手続においては債務者の陳述の真実性を検証する手段に乏しい

一方で，第三者が財務者財産に関する虚偽の陳述をする可能性は低いため，

財産開示手続よりも，第三者からの情報取得の方が，債務者財産に関する

情報をより正確に把握できるという点で優れている。（日弁連）

【その他の意見】

・ 甲案に対しては，第三者から情報提供を求める決定がされたことを債務者

に告知する時期が明確に定められなければ，実務上混乱が生ずるとの指摘が

あった。（裁判所）
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・ 乙案に対しては，執行機関が，債務者からの執行抗告の有無等を管理しな

ければならず，その上，一部の照会先についての情報取得決定に対してのみ

執行抗告をすることが許されるとすると，その管理が一層複雑となり，大量

の申立てが見込まれる第三者からの情報取得手続にはなじまないとの指摘が

あった。（裁判所）

・ 注の考え方については，債務者に回復し難い損害が生ずるおそれがあると

の指摘があった。仮に要件を欠く申立てによって情報が取得されてしまった

場合には，当事者間において損害賠償請求等の紛争を別途生じさせる結果と

なるほか，その場合に執行機関に送付された閲覧制限等の申立ての可否が問

題となるとの指摘があった。（裁判所）

・ 注の考え方については，情報取得後，情報提供を求める決定が住所不明等

により債務者に通知することができない場合に，債権者からの協力が得られ

ないおそれがあるとの指摘があった。（裁判所）

３ 試案ウに対する意見

【賛成】大阪弁，関弁連，札幌弁，一弁，二弁，東弁，日弁連，広島弁，福岡

県弁，個人

・ 再実施を制限すれば，第三者において情報提供をしたかどうかを管理する

必要が生じ，かえって第三者の負担が重くなるおそれがある。（関弁連，札幌

弁，一弁，東弁，日弁連）

・ 預貯金債権は日常的に変動することがあり得る。（大阪弁）

・ 債務者財産の変動の頻度が高くなっている実情に鑑みれば，再実施を制限

しないのが適切である。（関弁連，東弁，日弁連）

・ 先行事件の事件記録が債権者の近隣の裁判所に存在するとは限らないため，

事件記録の閲覧等による対応には困難が伴う。（札幌弁）

・ 再実施の制限をしないことは，第三者からの情報取得の手続を利用しやす

くするものである。（二弁）

【反対】早稲田大研究会，沖縄弁，日司連

・ 債務者が財産開示期日における開示義務に違反したからといって，それに

より半永久的に第三者からの情報取得が可能となってしまうのでは，債務者

に対する制裁として重すぎる。第三者に対して情報提供を求めることができ

るのは，財産開示手続が実施されてから合理的な期間内に制限すべきである。

（日司連）

・ 再実施をある程度制限しないと，債権者が一定の期間おきに第三者からの

情報取得の手続を申し立てることで，債務者の預貯金の動きがないかを常時
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監視することが可能となってしまう。（早稲田大研究会）

・ 第三者からの情報取得を求める申立てが，既に実施された手続と重複する

ものであるか否かについては，裁判所において適切に記録を管理すれば，第

三者の負担が重くなることはない。（日司連）

４ 実施要件に関するその他の意見

・ 第三者の負担を軽減するため，第三者からの情報取得の手続の申立てにつ

いては，少額訴訟における民事訴訟法第３６８条第１項ただし書と同様に，

同一地方裁判所において同一の年に申立てをすることができる回数を制限す

るべきである。（日司連）

⑷ 回答の送付先等

    情報提供を求められた第三者は，執行機関に対し，債務者財産に関す

る情報を回答するものとする。この回答についての閲覧等の請求（民事

執行法第１７条）は，申立人，債務者，当該第三者のほか，この手続の

申立てに必要とされる債務名義を有する他の債権者に限り，することが

できるものとする。

（意見の概要）

【賛成】全信協，大阪弁，沖縄弁，関弁連，家庭問題情報センター，札幌弁，

一弁，二弁，東弁，日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，早稲田大研究

会，個人

・ 第三者からの回答を執行裁判所が保管し，申立て資格を有する他の債権者

が事件記録の閲覧等をすることができるものとすることは，第三者の負担を

軽減するために有益である。（沖縄弁，札幌弁，一弁，東弁，日弁連）

・ 執行機関に対する回答の方が，申立人（又はその代理人）に対する回答よ

りも，第三者の抵抗が少ない。（関弁連）

・ 第三者の情報提供義務の履行の有無を巡る紛争を防止する必要がある。（沖

縄弁，札幌弁，日弁連）

・ 債務者の手続保障を図るため，債務者が執行機関を通じて第三者からの回

答内容を確認することができるようにすべきである。（札幌弁，日弁連）

・ 試案の内容は，円滑な情報提供に資する。（二弁）

・ 債務者による財産隠匿を防ぐため，一定の期間が経過するまでは，債務者

が事件記録を閲覧することができないようにすべきである。（一弁）

・ 債務者のプライバシー等に配慮するため，閲覧等をすることができる者の

範囲を限定すべきである。（関弁連）
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【反対】日証協

・ 回答の送付先は，執行機関ではなく，申立人とし，その回答内容を債務者

や他の債権者が閲覧することができないようにすべきである。顧客の中には，

証券会社が裁判所の調査に回答しないよう強く要請しているものがあるため，

そのような顧客が証券会社のした回答内容を閲覧することができるものとす

ると，認識の違いなどを理由とするクレーム等に発展する可能性があり得る。

（日証協）

【その他の意見】

・ 正当な理由なく情報提供を拒んだ第三者に対する罰則を設けるべきである。

現在の実務においては，裁判所からの調査嘱託に対し，第三者が回答を拒否

する例があるからである。（関弁連，一弁）

・ 第三者が，執行機関だけでなく，債権者に対しても，回答を送付するもの

とすべきであるとの意見があった。（一弁）

・ 口座の名義人として登録されている氏名・住所等が，裁判所の決定で示さ

れた債務者の氏名・住所等と異なる場合には，金融機関が提供する債務者財

産に関する情報に漏れがあることがあり得るが，そのような場合において，

情報提供を求められた金融機関に対して制裁を科すべきではない。（日証協）

⑸ 第三者に対する費用等の支払

  情報提供を求められた第三者が，回答に要する費用等の支払を請求す

ることができるものとする。

（意見の概要）

【賛成】全信協，全銀協，大阪弁，沖縄弁，関弁連，家庭問題情報センター，

一弁，二弁，東弁，日司連，日証協，日弁連，広島弁，福岡県弁，早稲

田大研究会，個人

⑴ 費用等の支払の必要性に関する意見

・ 第三者からの情報取得制度により，回答を求められる第三者は，一定の

事務的な負担を負うこととなる。（全銀協，沖縄弁，関弁連，東弁，日司連，

日弁連，福岡県弁）

・ 回答を求められる第三者が，回答をするに当たり費用を拠出する場合が

ある。（一弁）

・ 第三者への費用等の支払は，制度の円滑な実施のために必要である。（関

弁連，日弁連）
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・ 費用等の支払をするものとした方が，情報提供義務を課される第三者の

納得を得やすい。（一弁）

・ 現状においても，弁護士会や裁判所等からの調査への回答は，少なから

ず担当部門の負担となっている。回答に必要な費用等を申立人が負担する

ものとすることで，公正かつ適切な制度運営を期待することができる。（日

証協）

⑵ 費用の額や支払方法等に関する意見

・ 金融機関が簡便に費用等の請求をすることができるよう，第三者が請求

することができる費用等の額を予め定めておくべきである。（全信協，全銀

協）

・ 第三者が回答に要する費用等は，基本的に，郵送費や事務手数料程度で

あり，その額は低額であると思われる。情報提供のための報酬として第三

者への高額な支払が必要とされることは避けるべきである。（大阪弁）

・ 第三者が請求することができる費用の額は，調査嘱託の際に認められる

ものと同程度とすべきである。（関弁連）

・ 過度な費用請求がされないようにすべきである。（一弁）

・ 第三者に支払うべき費用の額は，定額かつ低額とする方向で議論を進め

るべきである。（日弁連，個人）

・ 実費相当額を超える費用の請求は認められないものとすべきである。第

三者からの情報取得は，強制執行制度を実施する前段階のものであり，第

三者は法制度の実施に協力すべき義務を負うから，実質的に収益に当たる

ような手数料の徴収は認めるべきではない。（広島弁）

・ 調査嘱託については，裁判所に費用の予納をすることなく，直接第三者

に対して費用等を支払う例が多い。第三者から債務者財産に関する情報を

取得する手続においても，これと同様のものとすれば，第三者ごとに費用

の額が区々となり，第三者間の不公平を招く危険性がある。（日弁連）

・ 金融機関が申立人から直接費用等の支払を受ける制度では，申立人が当

該費用等を支払わないおそれがあるため，申立人が裁判所に当該費用等を

予納し，裁判所が金融機関に対してその費用等の支払をする制度とすべき

である。（全信協）

【反対】札幌弁，個人

・ 弁護士会照会においては，原則として照会先に対して費用の支払をしてい

ない。新設される第三者からの情報取得制度において費用等の支払を必要と

すると，その影響が弁護士会照会にも波及するおそれがある。仮に費用の支

払が必要であるとしても，その額は，回答に要する費用の実費に相当する部
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分に限定すべきであり，その報酬等の支払を必要とすべきではない。（札幌弁）

・ 開示義務者の範囲は公的機関に限定するという私見からは，費用等の支払

についての規定は不要である。（個人）

⑹ 情報の保護

債務者財産に関する情報の提供を受けた申立人及びその情報に関す

る事件記録の閲覧等をした債権者は，当該情報を，当該債務者に対する

債権をその本旨に従って行使する目的以外の目的のために利用し，又は

提供してはならないものとし，この規律の違反に対する罰則を設けるも

のとする。

（意見の概要）

【賛成】大阪弁，沖縄弁，関弁連，家庭問題情報センター，札幌弁，一弁，二

弁，東弁，日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，早稲田大研究会，個人

・ 個人情報保護の観点から，情報の目的外利用は制限されるべきである。（沖

縄弁，個人）

・ 第三者から提供される情報は，他の法令によっては取得することができな

いものが含まれている。（東弁）

・ 第三者から提供を受ける情報は，債務者のプライバシーや営業秘密等に関

わるものであり，情報の目的外利用を制限する必要性は高い。（日弁連，福岡

県弁）

・ 目的外利用に対する制裁は過料とすべきであり，刑事罰とするのは相当で

はない。（札幌弁）

・ 現行の財産開示手続で得られた情報が目的外利用された事実があったとの

情報に接したことはない。情報の目的外利用に対して刑事罰を科するものと

することについては慎重に検討すべきである。（日弁連）

・ 秘密性の極めて高い重要な情報が開示される以上，これを取得した権利者

側にも重い守秘義務を課すことは必要であるし，債権回収に直接必要な方法

以外の情報利用は強く制約されるべきである。（個人）

【その他の意見】

・ 「その本旨」や「目的外利用」の内容については，柔軟に解釈すべきであ

る。（関弁連）

・ 同一事業者に対する被害者が多数存在する詐欺被害事案のように，同一の

弁護士又は弁護団が複数の被害者を受任する場合には，ある被害者のために

取得した情報を他の被害者の手続等のために利用することを認めるべきであ
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る。（関弁連，二弁（一部），広島弁）

・ 同一債務者に対して複数の債権を有している債権者が，特定の債権行使の

ために第三者から情報を取得した場合には，他の債権行使のためにその情報

を利用することを認めるべきである。（広島弁）
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第４ 債権執行事件の終了をめぐる規律の見直し

１ 差押債権者が取立権を行使しない場面等における規律

⑴ 金銭債権を差し押さえた場合において，取立権が発生した日から２年

を経過したときは，差押債権者は，執行裁判所に対し，第三債務者から

既に支払を受けた旨の届出（民事執行法第１５５条第３項参照）又はま

だ支払を受けていない旨の届出をしなければならないものとする。

⑵ ⑴の届出義務が生じた日から２週間を経過したにもかかわらず，差押

債権者が⑴の届出をしないときは，執行裁判所は，差押命令を取り消す

ことができるものとする。

⑶ 民事執行法第１５５条第３項の取立ての届出（取立完了の届出を除

く。）又は⑴の届出があった場合には，⑴の期間は，それらの届出が最

後にされた日の翌日から起算するものとする。

（注） 執行裁判所の取消決定により債権執行事件を終了させようとする

本文の規律とは異なり，取立権が発生した日から２年を経過したと

きは，執行裁判所は，差押債権者に対して，本文⑴の届出をするよ

う命ずることができるものとした上で，この命令が差押債権者に告

知された日から２週間を経過したにもかかわらず，差押債権者がそ

の届出をしないときは，差押命令の申立ての取下げがあったものと

みなすものとする考え方がある。

（意見の概要）

１ 試案の本文に対する意見

【全体につき賛成】全信協，全銀協，沖縄弁，二弁

・ 現行の規律では，取立ての届出も申立ての取下げもされない場合，第三債

務者である金融機関は，長期間にわたる差押えの拘束を受けることにより，

事務負荷や管理面でのコストが増加しているにもかかわらず，この間は消滅

時効の期間も進行せず，不合理である。（全信協）

・ 債権差押事件が長期間放置された場合，第三債務者である銀行では，取引

先の預金等が差し押さえられると様々な管理が必要となるところ，少額の債

権差押えであっても全て供託により対応することとなると人的負担が大きい

ことから，執行裁判所が職権で差押命令を取り消すことができるようにする

必要がある。（全銀協）

・ 債権差押えがされたにもかかわらず長期間にわたって取立権の行使がされ

ないことによる債務者や裁判所の負担と比較すれば，差押債権者に届出義務

を課することがいたずらに差押債権者に不利益を課するものとはいえない。
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（沖縄弁）

【本文⑴の期間を除いて賛成】日司連，早稲田大研究会

・ 差押債権者が一般市民であるときは，試案の本文⑴の届出をしなければな

らないこと自体を失念する可能性がある上，第三債務者と債務者が親族関係

にあるときなど取立訴訟を提起するために相応の準備期間が必要な場合や，

取立訴訟が長期化している場合には，２年の期間では短いと思われる（債権

の消滅時効について定める平成２９年法律第４４号による改正後の民法第１

６６条第１項第１号と同様に，その期間については，５年程度とすれば足り

ると思われる。）。（日司連）

【反対】大阪弁，札幌弁，一弁，東弁，日弁連，広島弁，福岡県弁，個人

⑴ 規律の必要性に関する意見

・ 差押債権者が，取立権を行使しない合理的理由もないのに放置し，債務

者及び第三債務者に不安定な法律状態を強いている場合には，権利の上に

眠るものとして保護すべき理由はない。（大阪弁）

・ 第三債務者を差押えの効力から解放し，執行裁判所の未済事件を解消さ

せるため，一定の場合に債権執行事件を終了させる制度を創設することに

は賛成。（一弁，東弁，日弁連）

・ 債権執行事件の終了をめぐる規律については，一定の規律を設ける必要

性が認められる。（福岡県弁）

⑵ 試案の本文⑴に関する意見

  ア 届出義務を課することの当否について

・ 金融機関以外の債権者にとって「取立権が発生した日から２年を経過

した日」を管理することは困難であり，届出を失念する懸念があるため，

運用として裁判所書記官により届出の促しがされるとしても，差押債権

者に届出義務を課するのは相当ではない。（東弁，日弁連）

・ 債権執行事件では，差押債権者において「取立権が発生した日から２

年を経過した日」を正確に把握し，管理することは困難である。（福岡県

弁，個人）

・ 差押債権者は，執行機関とは独立した者であるから，執行共助機関と

捉えて届出義務を課すること自体に問題がある。（日弁連）

・ 差押債権者に何ら落ち度なく取立届を提出していない場合（①第三債

務者から相殺予定であると告げられている場合，②差押債権に付された

期限が未到来であり又は条件が未成就である場合，③第三債務者に対す

る取立訴訟の提起がコスト的に見合わない場合等）にまで差押債権者に
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届出義務を課するのは相当でない。（大阪弁，日弁連）

・ 債権執行が長期間終了しない理由は様々であり，２年程度の期間では

不当な放置と推定することができるとはいい難い。取立訴訟が行われて

いれば，債権差押えから取立訴訟の判決確定まで２年程度を要すること

は容易に想定されるため，こうした場合には差押債権者が債権差押命令

の申立てを取り下げないことにつき帰責性はない。全ての差押債権者に

２年後の届出義務を課せば，正当な事案においても差押命令が取り消さ

れてしまうおそれがある。不当な放置事件のみを排除することができる

ような制度設計をすべきである。（一弁）

・ 差押債権者としては，届出を失念して予期せぬ差押命令の取消決定を

受けるおそれがあるため，制度設計を再検討すべきである。（広島弁）

  イ 試案の本文⑴の届出義務の発生には届出命令が必要であるとするもの

・ 取立権が発生した日から２年を経過した後に，届出を命ずる裁判所の

命令（届出命令）の送達（特別送達）を受けて初めて届出義務が生じ，

その後，一定期間を経過してもなお届出をしない場合に差押命令の取消

決定がされる制度とすべきである。（大阪弁，個人）

・ 差押命令の取消しという債権執行事件を終局させる効果をもたらす裁

判がされるに当たっては，相応の手続保障が必要であるから，執行裁判

所の差押債権者に対する届出命令を前置させるべきである。（札幌弁）

・ 一旦発令された差押命令を取り消すことについては慎重にすべきであ

るから，取立権が発生した日から２年が経過した後，裁判所書記官が試

案の本文⑴の届出をするよう促す通知を電話又はファクシミリによって

行い，２か月以上経過してもその届出がない場合に届出命令を発令し，

特別送達の方法により送達し，１か月以上経過してもその届出がない場

合に取消決定をするという制度にすべきである。（個人）

ウ 届出義務の発生に要する期間に関する意見

・ 「取立権の発生した日から３年が経過したとき」とすることも考え得

るが，届出をすれば差押命令の取消決定を受けずに新たな期間が開始さ

れることからすれば，２年で足りると考えられる。（大阪弁）

⑶ 試案の本文⑵に関する意見

・ 差押債権者の担当者や担当弁護士が交代しているケースや，年末年始を

またいだケースにおいて，執行裁判所が遠方にある場合には，２週間以内

に差押債権者又はその代理人が記録を確認して届出をすることは到底でき

ない。一般人が債権差押えの本人申立てをした事件においても，差押債権

者が弁護士に相談し，その弁護士が状況を把握して届出を行うには相応の

期間が必要となる。以上より，届出期間は２か月とすべきである。（大阪弁）
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・ 届出期間については，差押債権者に十分な調査時間を与える必要があり，

１か月程度とすべきである。（札幌弁，日弁連）

・ 執行裁判所の取消決定手続を創設するとなれば，差押債権者による執行

抗告を可能とする必要があるが，取立ての届出や申立ての取下げもされな

いまま放置されている債権執行事件への対応として，そのような重厚な手

続を設ける必要があるかは疑問である。（東弁）

・ 届出期間は２か月とすべきである。（個人）

⑷ 試案の本文⑶に関する意見

  ・ 取立てに期間を要するケースであっても，いつかは取立ての可否が決す

るはずであるから，試案の本文⑶のように，一定期間ごとに届出をさせる

制度には合理性がある。（大阪弁）

【その他の意見】

⑴ 試案の本文に関するその他の意見

ア 差押債権者に対する手続保障の観点からの意見

・ 仮に試案の本文のように差押命令の取消決定をすることができる制度

を導入するのであれば，執行裁判所が債権者に対して一定の届出をする

ように送達（告知）する機会が不可欠である。（日弁連）

・ 執行裁判所が差押債権者に届出を促す事務連絡を送付することが想定

されるところ，各事件について２年の終期が経過する前に事務連絡を送

付するのは困難であり，実務に支障が生ずるとの指摘があった。（裁判所）

・ 執行裁判所が差押命令を取り消す場合には，執行裁判所が差押債権者

に対し，届出をするよう命じ又は促すなどの手続を設けることが，差押

債権者の権利保護の観点からは望ましい。（沖縄弁）

・ 手続の安定性を考えると，差押命令の取消決定の前に差押債権者の意

見を聴くことを要件とするなど，差押債権者に何らかの機会を与えるこ

とを条文で明示すべきである。（日司連）

・ 仮に債権執行事件の終了について差押命令の取消決定の制度を導入す

るのであれば，執行裁判所は，差押債権者に対し，一定の期日までに届

出をする必要があること及び届出をせずに当該期日を徒過した場合には

差押命令が取り消される場合があることを文書で告知する制度を設ける

べきである。（福岡県弁）

イ 送達手続に関する意見

・ 送達等に要する費用の負担が当事者に生じ，予納された郵便切手の管

理が長期に及ぶなど，実務に支障が生ずるおそれがあるとの指摘があっ

た。また，郵便切手が予納されない場合には，差押債権者への通知や送



48

達等をすることができず，事件の処理に窮することとなるとの指摘があ

った。（裁判所）

・ 取消決定の送達費用は，あらかじめ差押債権者に債権差押命令の申立

ての時点で予納させるのが穏当である。もっとも，郵便料金の値上げ，

複数回にわたる届出命令の発令等によって予納額では不足が生ずる場合

であっても，裁判所が差押債権者に送達費用の予納を命じ差押債権者が

これを履行しない場合に差押命令を取り消す規律は採用すべきではな

い。（日弁連）

ウ 差押命令の取消決定に関する意見

・ 差押債権者との連絡が困難となっている事案もあり，一定期間経過後

に当然に差押命令の効力が失われるという規律でなければ，現実には機

能しないおそれがあるとの指摘があった。（裁判所）

・ 差押命令の取消決定について事後的に争えるとすると，かえって届出

期間内の届出への動機付けを乏しくしかねないとの指摘があった。（裁判

所）

エ 第三債務者からの申立ての可否に関する意見

・ 第三債務者が，執行裁判所に対し，取消決定の申立てをすることがで

きるようにすることを検討してもらいたい。（全信協，全銀協）

・ 第三債務者に差押命令の取消決定の申立権を認めることについては，

第三債務者には権利供託による免責の途がある上，取立権の不行使に関

する債務者側の事情を無視した濫用的な申立てがされる可能性があるた

め，相当でない。（日弁連）

オ その他

・ 差押命令が取り消された場合等においては，銀行等の第三債務者に対

し，適時適切に通知等がされるような制度設計が必要である。（全銀協）

・ 試案の本文⑵の届出をしない差押債権者は，取立権の行使をもはやし

ないという意思であると推認することができるため，取立権の事後放棄

という法律構成も可能であり，このように解すれば，差押命令の取消決

定については，事後放棄の意思を基礎に，差押命令事件の帰趨及び時効

の起算点を明確化する観点から差押命令の取消しを行うものとして整理

することができるのではないか。（早稲田大研究会）

・ 期限付き若しくは条件付きの債権又は民事執行法第１５１条の継続的

給付債権を除くと，記録上，弁済期が経過し，今後新たな債権が発生す

る余地がないにもかかわらず，なお２年間取立届が出ていないことが明

らかな事件が多数存在すると考えられるが，このような場合にも，支払

を受けていない旨の届出が提出されただけで差押命令の取消しを免れる
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というのは不相当であるから，当該届出がされたとしても差押命令を取

り消すべきである。（個人）

⑵ その他の検討課題（債権の仮差押えに関する規律）についての意見

・ 債権の仮差押えの場面でも，債権執行と同様に，申立ての取下げや本執

行への移行がされないまま長期間放置されているものがあるため，債権執

行と同様の規律を設けることを検討する必要がある。（全銀協）

・ 仮差押命令事件については，債権執行事件とは異なり，事件の滞留はな

い上，債権者には担保取消しのために訴え提起をする動機があること，債

務者にも起訴命令の申立てが可能であることからすれば，立法の必要性が

あるとは思われない。（日弁連）

２ 試案の注に対する意見

【賛成】一弁，個人

・ 差押債権者に対して届出命令の告知がされることにより，届出を怠った者

に対してその責任を負わせることとしてもやむを得ないといえる。（一弁）

・ 差押命令の取消決定により請求債権が時効により消滅する危険があるほか，

取消決定の直後に債務者が取立て等を行う危険がある以上，差押債権者に届

出義務を課するに当たっては，裁判所書記官を通じての事実上の事務連絡等

の運用に期待するのは適切ではなく，届出命令が必要というべきである。（個

人）

【反対】大阪弁，札幌弁，東弁，日弁連，早稲田大研究会

・ 裁判所の届出命令により届出義務を生じさせるとする制度を導入する場合

であっても，差押債権者に対し，差押命令の効力の消滅を争う機会を保障す

べきであり，試案の注のように取下擬制としてしまうと，差押債権者にその

ような機会を与えることが困難となる。（大阪弁）

・ 執行裁判所が，差押債権者に債権執行事件を継続する意思の有無のみを照

会し，継続する意思がない場合や無回答の場合には申立ての取下げを擬制す

れば足りると考えられる。（東弁）

【その他の意見】

⑴ 届出命令に関するもの

・ 第三債務者が，執行裁判所に対し，届出命令の申立てをすることができ

るようにすることを検討する必要がある。（全銀協）

・ 取立権の発生から２年が経過したか否かは，送達日を見れば一義的に明

らかであるし，裁判官が発令後特段の動きがない記録に気を配ることには
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一定の限界があるため，記録管理事務（裁判所法第６０条第２項）をつか

さどり，差押債権者に対して送達通知を送る義務（民事執行規則第１３４

条）を負っている裁判所書記官が届出命令の主体となるべきである。また，

裁判所書記官による費用の予納を命ずる処分に対する懈怠を理由に執行裁

判所が執行処分を取り消すことができると定めている民事執行法第１４条

第１項，第４項に鑑みれば，裁判所書記官の処分に執行処分の取消しにつ

ながる効果を持たせることに特段の支障はない。（個人）

⑵ 送達手続に関するもの

・ 試案の本文の規律の場合と同様に，送達等に要する費用の負担が当事者

に生じ，予納された郵便切手の管理が長期に及ぶなど，実務に支障が生ず

るおそれがあるとの指摘や，郵便切手が予納されない場合には差押債権者

への通知や送達等をすることができず，事件の処理に窮することとなると

の指摘があった。（裁判所）

・ 取立権が発生した日から２年が経過した時点では，届出命令の送達費用

が残存しているとは考え難いところ，国庫立替では立替金の取立ての事務

コストが極めて大きくなってしまうものの，申立ての段階では当該送達費

用の発生が予想されるとはいい難く，予納を求める根拠に欠ける上，予納

による差押債権者の負担や当該送達費用が使われなかったときの返送コス

トも考えると，届出命令については，民事執行法第１６条の定める送達の

特例の規定を更に進め，記録上明らかな電話，ファクシミリ等の特別の費

用を要しない方法による告知やこれが不奏効になった場合における公示に

よる告知も認めるべきである。（個人）

⑶ その他

・ 試案の本文の規律の場合と同様に，差押債権者との連絡が困難となって

いる事案もあり，一定期間経過後に当然に差押命令の効力が失われるとい

う規律でなければ，現実には機能しないおそれがあるとの指摘があった。

（裁判所）

２ その他の場面（債務者への差押命令等の送達未了）における規律

⑴ 債権を差し押さえた場合において，債務者に対する差押命令の送達

をすることができないときは，執行裁判所は，差押債権者に対し，相当

の期間を定め，その期間内に送達をすべき場所の申出（送達をすべき場

所が知れないとき等には，公示送達の申立て）をすべき旨を命ずること

ができるものとする。

⑵ ⑴の場合において，差押債権者が相当の期間内に送達をすべき場所の

申出（送達をすべき場所が知れないとき等には，公示送達の申立て）を



51

しないときは，執行裁判所は，差押命令を取り消すことができるものと

する。

（注１） 不動産執行又は船舶執行において，その開始決定を債務者に送

達することができない場合に関して，本文と同内容の規律を設ける

ものとする考え方がある。

（注２） 民事保全において，保全命令を債務者に送達することができな

い場合に関して，本文と同内容の規律を設けるものとする考え方が

ある。

（意見の概要）

１ 試案の本文に対する意見

【賛成】大阪弁，沖縄弁，札幌弁，一弁，二弁，東弁，日司連，日弁連，早稲

田大研究会，個人

・ 差押債権者が，合理的な理由もないのに，債務者の所在調査をしようとせ

ず，第三債務者に不安定な法律状態を強いている場合には，差押債権者を保

護すべき理由はなく，試案の本文の規律は，民事訴訟法第１３８条第２項，

第１３７条とも整合的である。（大阪弁）

・ 送達未了の場合に何らかの対処をする必要性があることは否定できず，執

行裁判所が差押債権者に対して送達をすべき場所の申出を命ずること自体も

手続の迅速性の観点から首肯することができる上，送達をすべき場所が知れ

ないとき等には公示送達によることができるとされているため，差押債権者

にとって上記申出の義務がいたずらに負担となるものではない。（沖縄弁）

・ 債権差押えの効力が生じたまま漫然と長期間が経過する事態は，債務者へ

の送達未了の段階でも生ずるため，これに対応する規律を設けることは必要

である。（一弁）

・ 債権執行事件において債権差押えの効力が生じたまま漫然と長期間が経過

する事態を避け，債権執行事件を適切に終了させるための制度として合理的

である。（東弁）

・ 差押債権者が取立権を行使しない場合と同様，第三債務者を差押えの拘束

から解放して執行裁判所の未済事件を解消する必要があるところ，差押えの

効力が既に発生している以上，差押命令の申立ての却下という理論構成は採

り得ず，差押命令を取り消す制度を設けるべきである。（日弁連）

・ 債務者への送達ができない場合においては，事件記録等保存規程（昭和３

９年１２月１２日最高裁判所規程第８号）５条及び「事件記録等保存規程の

運用について」（平成４年２月７日総三第８号事務総長依命通達）第１の４に

よる事件記録を保存に付することによる既済処理も行うことができない一
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方，第三債務者への送達がされれば差押えの効力が生ずる（民事執行法第１

４５条第４項）以上，申立てを却下することもできないところ，債務者の所

在調査は，発令前に審尋をせずに債務者の財産を差し押さえる民事執行にお

いて責任財産の帰属を明らかにする上で重要なものであり，差押債権者にそ

の調査をさせても過剰な負担とはいい難い。（個人）

【反対】個人

・ 債務者の送達先の調査の実情（オートロックの存在，表札等の氏名の表示

の不存在，個人情報等の保護等を理由にした弁護士会照会等の不奏効，近隣

住民による協力拒否，差押債権者又はその代理人による債務者方の写真撮影

地等の居住調査に伴う身体の危険），債務者の住所地と送達場所が遠く離れて

いる場合における送達先調査業者の利用に伴う経済的負担等を考慮すると，

債務者の送達先の調査は現在でも極めて困難なことがあり，執行裁判所によ

る裁量的取消しの制度を導入するのであれば，調査が比較的容易に行えるよ

うに社会環境を整備し，差押債権者の調査権限を明確化するとともに，調査

方法の整備や多様化が必要である。また，送達方法についても，従来の方法

に捉われず，執行裁判所がその責任において（当事者の提供する情報も踏ま

えて）送達先を探す方式に変更するなどの抜本的改革が必要である。（個人）

【その他の意見】

⑴ 「相当の期間」に関する意見

・ 所要の制度の創設に反対はしないが，差押債権者が債務者の所在調査を

することが困難である場合が多いことに鑑みた制度設計がされるべきであ

る。（福岡県弁）

・ 所在調査には時間を要することが少なくなく，債務者が遠方にいる場合

等も想定すれば，「相当の期間」については，「２か月以上の相当の期間」

とするなど，最低限度の期間を設けるべきである。（大阪弁）

・ 相当の期間内に債務者が海外に出国していることが判明した場合，残り

の期間内に送達をすべき場所を申し出るのは極めて困難であるから，試案

の本文⑵については，本文に続けて「ただし，差押債権者が，命じられた

相当の期間内に送達すべき場所の申出（送達すべき場所が知れないとき等

には，公示送達の申立て）をすることができない相当な理由があることを

明らかにした場合には，執行裁判所は，差押命令を取り消すことができな

い。」旨を定めるべきである。（大阪弁）

・ 差押債権者が債務者の送達場所を把握することができないのは必ずしも

調査を怠っているからであるとは限らないため，「相当の期間」については，
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支払督促のように２か月（民事訴訟法第３８８条第３項）とするのでは短

すぎるので，通常の所在調査とその報告に要する程度の期間を確保するた

め，例えば，６か月とすることが考えられる。（札幌弁）

・ 個人情報保護が徹底されている現代においては，債務者の住所の調査が

困難であるため，裁判所が直ちに送達すべき場所の申出を命じたり，当該

申出に係る相当の期間を短く解したりすることのないよう，「差押命令の送

達をすることができないとき」の解釈は柔軟にされるべきである。（日弁連）

・ 試案の本文⑴等における「相当の期間」については，事案に応じた柔軟

な配意が必要である。（個人）

・ 差押債権者も住所を移転し，転送により書類の受取等をするケースもあ

り，昨今の郵便・配送事情では早急に対応できないケースもある上，債務

者の住所地にある裁判所へ足を運ぶのにも遠方からでは時間がかかること

や，仕事の都合や身体の不都合（入院等）の諸事情もあり得るため，期間

については配慮が必要である。（個人）

⑵ 手続に関する意見

・ 送達場所の届出命令に先立って，裁判所書記官から差押債権者に対する

送達場所の調査の促しがされることを制度的に担保するため，民事執行規

則にその旨の規律を設けるべきである。（大阪弁，個人）

・ 債務者への送達未了は，債権差押えの場合に限らず，他の執行事件，保

全事件，通常民事訴訟事件など多岐にわたって生じているが，送達未了に

おける送達の手順（現地確認の要否を含めた公示送達の要件に関する判断

基準等）については，実務指針を作成するなどして統一的な運用を実現す

べきである。（一弁）

・ 手続の安定性を考えると，差押命令の取消決定の前に差押債権者の意見

を聴くことを要件とするなど，差押債権者に何らかの機会を与えることを

条文で明示すべきである。（日司連）

⑶ その他の場面における規律の必要性に関する意見

・ 第三債務者に対する送達が不奏効となった場合においても，差押命令が

発令されている以上，取消しによって処理をすべきであるから，試案の本

文と同様の規律を設けるべきである。（個人）

２ 試案の注１に対する意見

【賛成】札幌弁，一弁，二弁，個人

【反対】大阪弁，東弁，日弁連，個人

・ 不動産執行や船舶執行には，開始決定が債務者に送達されずに事件が滞留
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しているとの立法事実がないから，これらにつき同内容の規律を設ける必要

はない。（大阪弁，東弁，日弁連）

・ 不動産執行や船舶執行については，債務者への送達の位置付けが取立権の

発生と関連付けられている債権執行とは異なる。（大阪弁）

【その他の意見】

・ 試案の本文と同様に，送達未了における送達の手順についての実務指針を

作成するなどして統一的な運用を実現すべきである。（一弁）

３ 試案の注２に対する意見

【賛成】札幌弁，一弁，二弁，個人

【反対】大阪弁，東弁，日弁連，個人

・ 民事保全についても，事件が滞留しているとの立法事実はないため，規律

を設ける必要はない。（東弁，日弁連）

・ 民事保全手続は，債務者への送達の位置付けが取立権の発生と関連付けら

れている債権執行とは異なる。特に，不動産の仮差押えにおいては，登記上，

仮差押えをしておく利益があることから，試案の注２の制度の導入には反対

である。（大阪弁）

【その他の意見】

・ 保全事件においては，債務者への送達未了によって実務上の不都合は特段

生じておらず，試案の本文と同様の規律を設ける必要性に乏しいとの指摘が

あった。（裁判所）

・ 実務上，保全事件は発令により事件が完結するものと取り扱われており，

その後は余分な郵便切手も管理していないことからすると，補正命令や取消

決定の送達に要する費用を債権者に予納させることは困難であるとの指摘が

あった。（裁判所）

・ 試案の本文と同様に，送達未了における送達の手順についての実務指針を

作成するなどして統一的な運用を実現すべきである。（一弁）

・ 保全命令については，債務者に対する送達が執行開始要件とはされていな

いこと，特に，不動産の仮差押えでは，登記上，仮差押えをしておく利益が

あることには留意が必要である。（個人）

・ 債権執行の配当事件についても無剰余取消しの制度や職権取消しの制度を

導入し，長期未済事件を処理することができるようにすべきである。（個人）
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第５ 差押禁止債権をめぐる規律の見直し

（総論的事項に関する意見の概要）

・ 給与等債権の差押えを受けることにより，当面の生活の糧を失っている状

態に置かれた債務者が，自ら又は弁護士に依頼して，疎明資料を準備し，適

切に差押禁止債権の範囲変更の申立てをすることは，容易なことではない。

（関弁連，日弁連，個人）

・ 債務者財産の開示制度の実効性の向上により，給料等債権が差し押さえら

れる機会が増え，これに伴い債務者の生活が脅かされる危険性も増大すると

予想されるため，同時に，債務者を保護する規律も整備する必要がある。（全

青司，日弁連，個人）

・ 債権者の範囲を限定せずに第三者（一定の公的機関）からの情報提供を認

める制度を新設する場合には，その必要性が顕著となる。（福岡県弁，個人）

１ 差押禁止の範囲の見直し

  民事執行法第１５２条第１項各号の債権の差押えが禁止される範囲を

見直し，現行の規律による差押禁止範囲に加えて，支払期に受けるべき給

付のうち一定の金額まではその全額を差押禁止とするものとする考え方

について，引き続き検討するものとする。

（意見の概要）

【見直しに積極的な意見】いちょうの会，大阪弁，関弁連，京都司，くれちほ，

札幌弁，奨学金会議，被連協，全青司，ヤミ金対策会議，東弁，日司連，

日弁連，広島弁，福岡県弁（一部），みやぎ青葉の会，４３条対策会議個

人

・ 債務者の生活の糧となる給与の差押えがされることにより，債務者とその

家族が生活保護の基準を下回るような生活をしなければならなくなることは

妥当ではない。（大阪弁，奨学金会議，東弁，日司連）

・ 給与等債権の有する生活維持的・扶養的な正確に鑑みるならば，少なくと

も債務者の最低限度の生活を保持するために不可欠な金額を差押禁止として

定めるべきであり，現に国税徴収法第７６条第１項第４号にはそのような定

めがある。（大阪弁，日弁連）

・ 債務者が比較的少ない額の給与等を複数の勤務先から得ているような場合

は，むしろ，債務者は，複数の勤務先からの給与等がなければ生活が成り立

たないような状況に置かれていることが通常であるとも考えられる。このよ

うな債務者について，一般的に保護の必要を欠くかのように論じることは，
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誤りである。（ヤミ金対策会議，日弁連，個人）

・ 債務者が複数の勤務先から給与を得ており，差押禁止額のいわば累積によ

り債務者が必要以上の保護を受けるケースは例外的な事例であるため，必要

以上の保護を受けるという不都合は，債権者の申立てによる差押禁止債権の

範囲変更に委ねれば足り，差押禁止の最低限度額の設定に反対する理由とす

べきではない。（ヤミ金対策会議，日弁連，みやぎ青葉の会）

【見直しに慎重な意見】沖縄弁，一弁，二弁，福岡県弁（一部），早稲田大研究

会

・ 試案の第５の２のとおり，取立権の発生時期を後ろ倒しにして差押禁止債

権の範囲変更申立ての機会を実質的に保障するのであれば，それ以上に債務

者を保護する必要性があるかについては，より慎重に検討する必要がある。

（沖縄弁）

・ 給与について，差押禁止部分を創設すると複数の勤務先から給与を受給し

ている債務者に対する強制執行の場合で，債権者が最も金額の低い給与しか

覚知できなかったような場合には，絶対的な差押禁止部分の規定のため執行

が奏功しないという状況が考えられ，債権者にとって酷な状況となる。（一弁）

・ 債務者の財産開示制度が万全ではない現行の規定では，債権者が，債務名

義を取得した後も債務者の財産状況を把握し，強制執行を実行することは容

易ではなく，本案はそのような債権者に酷な状況を更に進めることとなりか

ねないため，債務者の個別の事情を考慮することが可能である差押禁止債権

の範囲変更の柔軟化・活用に委ねる方が，債権者債務者間の公平な解決の実

現に資する。（一弁）

・ 試案は，差押禁止債権の範囲の拡張について検討を行うものであるが，か

かる拡張は，強制執行手続の実効性を損なうおそれを伴うものである。差押

禁止債権の制度の必要性を否定するものではないが，我が国の民事執行制度

の現状を踏まえると，強制執行手続の実効性確保により留意することが，法

改正の視点として重要である。（二弁）

・ 給与債権のうちの一定額を差押禁止とすると，個人事業主が悪質な消費者

被害を生じさせた事案において，当該個人から違法収益を回収しようとして

も，当該個人がその収入の支払元を偽装してあたかも収入が少ないように装

うなどの執行妨害を試みるおそれがある。過酷執行については差押禁止債権

の範囲変更の申立てで対応すべきである。（福岡県弁（一部））

・ 見直しを検討する必要性があるかについては，なお検討の余地がある。（早

稲田大研究会）
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【具体的な規律の提案等】

・ 差押禁止の最低限度額の金額は，「単身世帯における生活保護の基準を勘案

して政令で定める」こととし，民事執行法施行令において，その額を「支払

期が毎月と定められている場合 １０万円」等と定めることが相当である。

（京都司，ヤミ金対策会議，日弁連，福岡県弁）

・ もっとも，債務者に控除対象配偶者や扶養親族があるときは，債務者の申

立てにより，「これらの者の数に応じて生活保護の基準を勘案して政令で定め

る額」まで，差押禁止の最低限度額を拡張し，執行裁判所は，その限度で，

差押命令を取り消さなければならないものとすべきである。（京都司，ヤミ金

対策会議，日弁連）

・ 差押禁止となる一定の額については，民事執行法第１３１条第３号に倣い，

単身世帯の最低生活費を勘案した額とすることが望ましい。（札幌弁）

・ 差押禁止となる一定の額については，給料等の額及び扶養家族の人数に応

じた細かな区分ごとに額を定める方向が望ましい。第三債務者は債務者の扶

養義務の範囲等の情報を既に保有していることが多いため，それほど多くの

負担は生じないと考えられる。（全青司，個人）

・ 差押禁止額を第三債務者に計算させるものとすべきではない。差押禁止と

なる一定の額の計算を第三債務者（雇用主）に行わせることは，第三債務者

に計算の負担を課すことによって，債務者と雇用主の関係が悪化することも

考えられる点を考慮する必要がある。（日司連）

・ 給与の差押えについては，債務者の家族数にかかわらず，「標準的な世帯の

必要生計費を勘案して政令で定める額」である３３万円までは，全面的に差

押えを禁止すべきであり，差押禁止動産についての民事執行法第１３１条第

３号と体系的に一貫するという観点からは，４分の３という割合で差押禁止

範囲を定めることは，止めるべきである。（個人）

・ 債権者が扶養義務等に係る定期金債権を請求する場合については，扶養等

を受ける債権者の生活保障という観点も踏まえて，現行の民事執行法第１５

２条の規律を維持すべきである。（ヤミ金対策会議，日弁連）

【その他の意見】

・ 給与等債権の有する生活維持的・扶養的な特殊性を背景として，それに対

する差押えの範囲を一定の限度に制限するのは先進国において一致した法原

則となっている。（大阪弁）

・ 複数の給与を受けている債務者については，第三者から債務者財産に関す

る情報を取得する制度を設けて債権者が勤務先情報を得ることができるもの

とすることによって，解消する。（個人）

・ 「差押最低限度額を幾らとするかを決めるのが容易ではないから，差押最
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低限度額制度は導入しない。」旨の見解は，それこそ本末転倒であり，採用す

べきではない。（個人）

２ 取立権の発生時期の見直し

民事執行法第１５２条第１項各号の債権が差し押さえられた場合にお

いて，差押債権者がその債権を取り立てることができるようになる時期に

ついては，同法第１５５条第１項の規定にかかわらず，債務者に対して差

押命令が送達された日から４週間を経過したときとする考え方について，

引き続き検討するものとする。

（意見の概要）

【見直しに積極的な意見】大阪弁，沖縄弁，関弁連，札幌弁，全青司，一弁，

二弁，東弁，日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，個人

・ 現行法では，債権者の取立権が生ずるのは，債務者に対する差押命令の送

達日から１週間を経過したときとされているが，このような短期間に，一般

の債務者が適切にこれらの申立をすることは困難である。（関弁連，東弁，日

司連，日弁連）

【見直しに消極的な意見】早稲田大研究会

・ 見直しを検討する必要性があるかについては，なお検討の余地がある。（早

稲田大研究会）

【その他の意見】

・ 申立期間が徒に長期化することによって差押債権者の権利実現が阻害され

ることのないよう，また，執行抗告をすることができる期間との整合性を保

つよう配慮する必要がある。（沖縄弁）

・ 請求債権が扶養義務等に基づく債権である場合には，取立権発生の時期に

ついて債務者に対して差押命令が送達された日から４週間を経過しなければ

取立ができないというのは遅いのではないかとの意見もあった。（一弁）

・ 検討に際しては，取立権の発生時期や他の債権が差し押さえられた場合と

変えることを正当化する理論の有無や，強制執行手続の実効性を損なうおそ

れの有無及び程度等も考慮するべきである。（二弁）

・ 民事執行法第１５２条第１項各号の債権が差し押さえられた場合と，これ

ら以外の債権が差し押さえ場合とで取立権の発生時期が異なる場合に，取立

権の発生日が第三債務者にとってわかりにくいものとなる可能性があるた

め，関係者が取立権の発生時期を明確に知ることができるよう配慮すべきで
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ある。（福岡県弁）

３ その他（手続の教示）

民事執行法第１５２条第１項各号の債権を差し押さえた場合には，執行

裁判所は，差押命令を送達するに際し，差押禁止債権の範囲変更の申立て

（同法第１５３条）をすることができる旨を債務者に対し教示するものと

する考え方について，引き続き検討するものとする。

（意見の概要）

【見直しに積極的な意見】大阪弁，沖縄弁，関弁連，札幌弁，全青司，一弁，

二弁，東弁，日司連，日弁連，広島弁，福岡県弁，個人

・ 債務者の手続保障の充実を図るために必要である。（関弁連）

・ 裁判に関する手続を国民に広く知らしめることは，国民の裁判を受ける権

利を実質的に保障するものであり，裁判所の重要な役割である。法律上存す

る制度について，その制度の概要・手続等について客観的に教示することが

裁判所の中立性を損なうと考えるのは誤っている。（大阪弁）

・ 債務者財産の開示制度の見直しにより，現状よりも債権者の地位の強化が

図られるのであれば，債務者の保護策についても検討する必要があり，妥当

である。（札幌弁）

・ 個別の債務者の最低生活の保護・過酷執行の防止については，差押禁止債

権の範囲変更の申立制度を活用することで目的を達することが可能であると

ころ，債務者に対して，差押禁止債権の範囲変更の申立制度を教示し，債務

者にその活用を促すものであり，検討内容は妥当である。（一弁）

・ 差押禁止債権の範囲の変更手続を知る債務者はごく僅かであるため，過酷

執行を防止するためには，同手続の教示が不可欠である。（日弁連，福岡県弁）

・ 執行裁判所の中立性を害することがないよう，どのような方法によりどの

ような内容の教示をするかは，慎重に検討する必要がある。（沖縄弁，二弁）

・ 裁判所において混乱が予想されるが，行政処分においても手続教示がされ

ており，裁判所のみが教示を行わないわけにはいかない。一般的に法律知識

が少ないと考えられる債務者に対して，客観的な法律制度自体を説明するこ

とは，中立性を害するものではないと判断すべきである。（個人）

・ 手続の教示については，法改正により直接的に債務者に告知する方法をと

らずしても，速やかに裁判所のホームページにおいて手続方法を紹介するな

どして，広く一般に認知させることができるのではないか。（個人）

【見直しに慎重な意見】早稲田大研究会
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・ 手続教示それ自体については反対しないが，立法化はなお検討の必要があ

る。（早稲田大研究会）

（関連するその他の論点に関する意見の概要）

・ 「法律により差押を禁止された継続的給付に係る債権で政令で定めるもの」

が振込入金された預金への差押えがなされたときは，執行裁判所は，債務者

の申立てにより，最後に（差押日の直前に）振込支給された金額のうち差押

禁止額（年金，生活保護費等の場合は全額，給与等債権の場合は所定の方法

により計算された金額）を次期の支給日までの日数に応じて日割り計算した

金額を限度として，差押えを取り消さなければならないものとすべきである。

（大阪弁，日弁連，個人）

・ 差押禁止債権の振込みがされた預金口座の差押取消制度を創設する方向で

検討すべきである。（日司連）

・ 年金，生活保護費が入金された預貯金債権については，債務者の生活保障

の観点から，何らかの保護が検討されるべきである。（福岡県弁）

・ 差押禁止財産が振り込まれる預貯金の差押禁止あるいは差押禁止口座制度

の創設を真剣に検討すべきである。（個人）

・ 「預金債権の内，標準的な世帯の２か月間の必要生計費を勘案して政令で

定める額」を差押禁止債権とすべきである。（個人）

・ 試案の第５の１から３までの規律については，破産法の非免責債権の債権

者が行う差押えに限定して設けるべきである。（個人）

・ 個人保証人の有する給与，請負代金，売掛金に係る債権や自宅に対する差

押えを禁止するべきである。（個人）

・ 民事執行法第１５２条第１項各号の債権の差押えについては，民事執行法

第１４５条第２項の適用を排除し，その発令前に債務者の審尋を行うものと

すべきである。（個人）

・ 給与債権は原則４分の１までしか差し押さえることができないところ，犯

罪被害に係る不法行為請求権については，差押えの対象を拡大すべきである。

（個人）

・ 現在の裁判所の運用では，破産予納金の国庫仮支出（破産法第２３条第１

項）が全く認められておらず，予納金がないために長期間自己破産をするこ

とができないということが頻繁に生じている。このまま民事執行手続だけを

強化すれば，給与，預金などが差し押さえられたまま，予納金を確保できず

自己破産すらできず生活に困窮する人が多数でることが強く危惧される。破

産の手当をしないで執行を強化することは反対である。（個人）
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第６ その他所要の措置

第１から第５までの措置に関し，その他所要の措置を講ずるものとする。

（意見の概要）

・ 財産開示期日において，開示義務者が合理的な支払計画を提示した場合に

は，執行裁判所は，財産についての陳述を猶予し，期日を最終支払日の翌日

まで延期することができるとする制度の創設を求める。（神奈川県弁，個人）
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（別紙）

意見提出団体とその略称

団体名 略称

一般社団法人信託協会 信託協会

一般社団法人全国信用金庫協会 全信協

一般社団法人生命保険協会 生保協会

一般社団法人全国銀行協会 全銀協

一般社団法人日本損害保険協会 損保協会

大阪いちょうの会 いちょうの会

大阪弁護士会 大阪弁

沖縄弁護士会司法法制委員会 沖縄弁

神奈川県弁護士会 神奈川県弁

関東弁護士会連合会 関弁連

岐阜県弁護士会 岐阜県弁

共同親権運動ネットワーク ｋネット

京都司法書士会 京都司

クレジット被害対策・地方消費者行政充実会議 クレちほ

公益社団法人家庭問題情報センター 家庭問題情報センター

裁判所 裁判所

札幌弁護士会 札幌弁

奨学金問題対策全国会議 奨学金会議

全国クレサラ・生活再建問題被害者連絡協議会 被連協

全国青年司法書士協議会 全青司

全国ヤミ金融・悪質金融対策会議 ヤミ金対策会議

第一東京弁護士会 一弁

第二東京弁護士会 二弁

中京大学法科大学院 中京大

東京弁護士会 東弁

特定非営利法人 CAP センター・JAPAN ＣＡＰセンター

日本司法書士会連合会 日司連
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団体名 略称

日本証券業協会 日証協

日本弁護士連合会 日弁連

日本労働組合総連合会 連合

バークレイズ証券株式会社 バークレイズ証券

広島弁護士会 広島弁

福岡県弁護士会 福岡県弁

宮城県クレジット・サラ金問題を解決する会 みやぎ青葉の会

早稲田大学民事手続判例研究会 早稲田大研究会

４３条対策会議 ４３条対策会議

ＮＰＯ法人女のスペース・おん 女のスペース・おん

ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット シェルターネット

Ｗ・Ｓひょうご Ｗ・Ｓひょうご


